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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期
決算年月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月

（1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 370,813 370,711 358,579 347,491 341,611

経常利益（百万円） 5,551 4,189 933 2,565 3,233

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
2,010 965 △7,005 753 688

包括利益（百万円） － － － － 989

純資産額（百万円） 106,270 103,632 95,706 97,798 97,190

総資産額（百万円） 262,661 257,185 250,245 243,731 238,858

１株当たり純資産額（円） 1,246.471,282.671,186.941,147.511,140.49

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

23.16 11.50 △86.92 8.85 8.09

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
23.15 － － － －

自己資本比率（％） 40.4 40.2 38.2 40.1 40.7

自己資本利益率（％） 1.9 0.9 △7.0 0.8 0.7

株価収益率（倍） 21.9 42.5 － 43.2 50.6

営業活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
8,983 13,878 7,229 322 9,738

投資活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△5,546 △2,721 △3,552 △4,088 △3,132

財務活動による

キャッシュ・フロー(百万円)
△3,107 △10,049 △3,084 1,225 △7,307

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
6,911 8,490 9,082 6,541 6,637

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

3,835

[10,349]

3,948

[10,808]

3,894

[10,730]

3,733

[10,475]

3,787

[10,370]
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回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期
決算年月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月

（2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 329,505 326,933 312,378 302,343 296,765

経常利益（百万円） 2,990 2,174 30 1,191 2,057

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
1,739 338 △5,925 317 385

資本金（百万円）

（発行済株式総数）（千株）

39,066

(87,291)

39,066

(85,291)

39,066

(85,291)

39,066

(85,291)

39,066

(85,291)

純資産額（百万円） 100,247 96,996 90,363 92,023 92,098

総資産額（百万円） 230,214 224,500 220,642 217,382 214,628

１株当たり純資産額（円） 1,178.881,203.431,121.191,080.191,081.08

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

6.00

(3.00)

6.00

(3.00)

6.00

(3.00)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

20.04 4.04 △73.52 3.73 4.53

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

（円）

20.03 － － － －

自己資本比率（％） 43.5 43.2 41.0 42.3 42.9

自己資本利益率（％） 1.7 0.3 △6.3 0.3 0.4

株価収益率（倍） 25.3 121.2 － 102.4 90.4

配当性向（％） 59.9 297.3 － 160.9 132.6

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

2,455

[6,488]

2,353

[5,725]

2,326

[5,641]

2,282

[5,529]

2,178

[5,490]

　（注）１．連結売上高及び売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第81期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

３．第82期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。　
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２【沿革】

　当社（旧商号株式会社いづみや商店…設立年月・昭和24年12月）は昭和45年９月実質上の存続会社であるいづみや

株式会社の株式額面金額を50円に変更するため、同社を吸収合併し同時に商号をいづみや株式会社（現在のイズミヤ

株式会社）に変更しました。従って、形式上の存続会社である株式会社いづみや商店は実質上の存続のない会社であ

りますので、実質上の存続会社であるイズミヤ株式会社及びその関係会社の沿革について記述すれば下記のとおりで

あります。

大正10年５月 故初代社長和田源三郎が大阪市において呉服の販売を営業目的として創業。

昭和27年４月 法人組織に改組し、衣料品の販売を主としていづみや株式会社を設立。

昭和43年７月 郊外型ショッピングセンターとして百舌鳥店を開設。

昭和45年９月 株式会社いづみや商店と合併、商号をいづみや株式会社に変更。

昭和48年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和49年４月 日泉総合管理㈱を設立。

昭和49年７月 大阪証券取引所市場第一部に指定。

昭和53年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

昭和54年９月 商号をいづみや株式会社よりイズミヤ株式会社に変更。

昭和60年９月 一般顧客対象に「イズミヤカード」を発行。

昭和62年３月 牛久市に牛久店を開設。関東地方へ進出。

平成７年４月 東京都内第１号店として板橋店を開設。 

平成13年２月 環境マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ14001」の認証を本社で取得。

平成15年３月 ㈱はやしと資本業務提携。

平成15年６月 カナート㈱（旧㈱髙島屋ストア）の株式取得。

平成15年７月 ㈱友隣、大阪デリカ㈱を完全子会社化。

平成15年７月 スーパーセンター業態の八尾店を開設。

平成16年11月 ㈱サン・ロジサービスを設立。（㈱新興配送サービス、㈱友隣の合併）

平成17年３月 ㈱イズミヤ・クリエイティブパワーを設立。

平成17年12月 滋賀県内第１号店としてスーパーセンター堅田店を開設。

平成19年３月 ㈱カンソーを設立。（日泉総合管理㈱、マトバ㈱、㈱イズミ総合サービスの３社合併）

平成20年３月 ㈱デリカ・アイフーズを設立。（イズミヤ㈱の惣菜事業部門を会社分割し大阪デリカ㈱に継承

し、社名変更）

平成21年９月 ㈱ビーユーを設立。（㈱テンファッションズ、㈱ペリカンの合併）

平成23年11月 イズミヤグループの中国1号店「泉屋百貨」を蘇州市に出店。
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３【事業の内容】

　当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位置付け及び事業の各セグメントとの

関連は、次のとおりであります。

　イズミヤ株式会社（当社）の営む事業は衣料品、食料品ならびに、住居関連品の総合小売業であり、当社事業を補足

する、食品製造、サービス事業、保険・金融サービス事業、不動産事業、旅行業、文化・遊戯施設事業、ホテル事業、レス

トラン事業、専門店事業を営む各関係会社があります。

　なお、セグメント情報における「小売事業」には、総合小売業以外に専門店事業、食品製造・販売事業が含まれてお

ります。当社の他その主なものは、カナート㈱、㈱デリカ・アイフーズ、㈱アクトスポーツ、㈱アバンティブックセン

ター、㈱サン・フレッシュ、㈱はやし、㈱ビーユーであります。それ以外の事業はすべて「小売関連サービス事業」に

含めており、その主なものは、イズミヤカード㈱、㈱サンローリー、㈱イズミヤ総研、㈱カンソー、㈱アイリス、㈱メル

シーサービス、㈱サン・ロジサービスであります。

　

　

　（注）１．上記図示のほか、イズミヤカード㈱はグループ各社とリース契約取引を行っております。

　　　　２．会社名の前に☆印を付した会社は連結子会社であります。

  　　　３．当連結会計年度より、蘇州泉屋百貨有限公司（旧社名 蘇州億珠美亜商貿有限公司）については、重要性が増し

たことにより、連結の範囲に含めております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

蘇州泉屋百貨有限公司
中国江蘇省

蘇州市　
3,651小売事業 100.00役員の兼任あり

カナート㈱
大阪市

住之江区
200小売事業 100.00当社より商品供給、役員の兼任あり

㈱サンローリー
大阪市

西成区
200

小売関連サービ

ス事業
100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱カンソー
大阪市

西成区
100

小売関連サービ

ス事業
100.00

当社店舗の警備・メンテナンス、清掃、クリーニ

ング、現金集配金等の業務、当社へ店舗用土地、

建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱デリカ・アイフーズ
大阪市

住之江区
100小売事業 100.00当社へ商品販売、役員の兼任あり

㈱アクトスポーツ
大阪市

西成区
75小売事業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、役員

の兼任あり

㈱アイリス
大阪市

西成区
50

小売関連サービ

ス事業
100.00当社へ資材等の販売、役員の兼任あり

㈱アバンティブックセンター
大阪市

西成区
50小売事業 100.00当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱イズミヤ総研
大阪市

西成区
50

小売関連サービ

ス事業
100.00

当社へのマーケットリサーチ・情報サービス、

役員の兼任あり

㈱イズミヤ・クリエイティブパワー 
大阪市　西

成区 
30

小売関連サービ

ス事業
100.00当社との業務請負・人材派遣、役員の兼任あり

㈱エコロ
大阪市

西成区
20小売事業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、

役員の兼任あり

㈱メルシーサービス
大阪市

西成区
20

小売関連サービ

ス事業
100.00当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱サン・フレッシュ
大阪市

西成区
10小売事業 100.00

当社より売上仕入契約に基づく商品仕入、役員

の兼任あり

㈱サン・ロジサービス
大阪市

住之江区
10

小売関連サービ

ス事業
100.00当社商品の配送・取付、役員の兼任あり

㈱カンソー堺　
堺市

堺区
5
小売関連サービ

ス事業

100.00

(100.00)

当社店舗の警備・メンテナンス、清掃、クリーニ

ング、現金集配金等の業務

㈱ビーユー
大阪市

西成区
401小売事業

99.99

(0.09)
当社より店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

イズミヤカード㈱
大阪市

浪速区
203

小売関連サービ

ス事業

99.99

(0.04)

当社のイズミヤカード発行運営業務、当社より

店舗用建物の賃貸、役員の兼任あり

㈱はやし　
大阪市

西成区　
476小売事業 98.88当社より商品供給、役員の兼任あり

㈱宮崎レマンホテル
宮崎県

宮崎市
90

小売関連サービ

ス事業
92.22

当社より土地、店舗用建物の賃貸、役員の兼任あ

り

木次リテイル・サービス㈱
島根県

雲南市
20小売事業 55.00当社より商品供給、役員の兼任あり

㈲ファウンテンフォレスト
神戸市

中央区
3
小売関連サービ

ス事業
－

当社より匿名組合出資を受入、当社へ店舗用建

物の賃貸

　（注）１.　特定子会社に該当する会社はありません。

２.　上記関係会社は有価証券報告書を提出しておりません。

３．「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

４.　上記連結子会社は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が100分の10以

下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。

５.　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成24年２月29日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

小売事業 3,228（8,034） 

小売関連サービス事業 559（2,336） 

合計 3,787（10,370）

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

 

（2）提出会社の状況

 平成24年２月29日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,178 （5,490） 39.14 16.40 5,598,235

　（注）１．上記の従業員は、全員が小売事業セグメントに所属しております。

　　　　２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

３．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

　

（3）労働組合の状況

１．名称 イズミヤ労働組合

２．上部団体名 日本サービス・流通労働組合連合

３．結成年月日 昭和45年２月19日

４．期末日現在組合員数 7,501人

５．労使関係 労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

①業績全般の概況　

　当連結会計年度は3月11日に東日本大震災が発生し、直後は消費の自粛ムードが広がりましたが、4月以降は自粛

ムードも徐々に和らぎ東日本を中心に復興需要も見受けられるようになりました。しかし、農産物や牛肉の放射性物

質汚染の不安や電力不足問題に加え、ユーロ不安や円高、株安による企業収益悪化の懸念が内需に大きな影響を与え

るなど、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

このような経営環境下、当社グループは3ヵ年中期経営計画「ｃｈａｎｇｅ－ｉ」の最終年度にあたる今年度も引

き続き営業改革と構造改革をグループ挙げて着実に推進してまいりました。

中核企業のイズミヤ㈱では、お客様満足の向上と競合店の出店による商圏の縮小に対応するため、「客数100、売上

高100」をスローガンに地域密着政策を基本とした既存店の活性化に取り組むと同時に、商品部の業務改革に取り組

んでまいりました。

しかしながら、商圏内の競争が激化していることや、昨年の震災による商品の影響や家電エコポイントによる大型

家電特需の反動減などにより、当期累計期間の既存店売上高は前年同期比99.0%、既存店客数は同比98.9%になりまし

た。一方で商品政策による原価率改善等により荒利益率については前年同期比で0.5%改善いたしました。

　グループ各社におきましても、引き続き費用構造改革やグループ外事業の拡大などに取り組んでまいりました。ま

た、中国蘇州市に海外1号店となる「泉屋百貨」を平成23年11月に出店いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は以下のようになりました。　

 平成24年２月期  

  前期比

営業収益 　　　 351,546百万円 　　1.6％減　

営業利益 　　　　 4,226百万円 　　　　11.4％増　

経常利益 　　　 3,233百万円 　　 　　26.1％増　

当期純利益 　　　 688百万円 8.6％減

 

各セグメントの概況は以下のとおりです。

＜小売事業＞

　物販子会社を含む小売事業の営業収益は3,368億87百万円 （前年同期比1.8％減）、営業利益は28億83百万円 （前

年同期比13.9％増）となりました。

≪店舗政策≫

イズミヤ㈱では既存店活性化取組として、平成22年度下期からの2年間で全店の改装や手直しを実施すること

を目標に掲げ活動しております。3月に京都アバンティ店（京都府）、4月に長岡店（京都府）、6月にスーパーセ

ンター堅田店（滋賀県）、10月に洛北店（京都府）、11月に千里丘店（大阪府）など7店舗を改装し、地域に合わ

せた品揃えへの変更や店舗の構造改革を実施いたしました。また、売場のクリーンアップや一部手直し、非効率

売場の撤去などによる売場見直しを26店舗で実施し、合計33店舗で売場の活性化を図りました。尚、平成24年3月

開店の天六樋之口店の至近距離にあった、まるとく市場都島友渕店（大阪府）を平成23年12月に閉店いたしま

した。

ネットスーパーの「楽楽マーケット」では、8月に上新庄店（大阪府）、9月に若江岩田店（大阪府）で新たに

開業し、小商圏・高密度・生鮮宅配の新しいビジネスモデルでの展開店舗は、旧モデルからのリニューアル店舗

を含め合計6店舗になり、旧モデルを含めたネットスーパー展開店舗は合計12店舗になりました。千里丘店（大

阪府）、今福店（大阪府）は旧モデルからのリニューアル後にエリア拡大も進み、会員数、売上高ともに伸長し

ております。

　≪商品政策≫

商品においては商品構成の再構築や単品の強化に取り組みました。衣料品ではＦＳＰデータ（顧客購買履歴

データ）に基づき店舗特性に応じた商品構成への変更を進めました。食料品では商品規格の見直しや、味や素材

にこだわった商品の導入を図りました。住居関連品では成長品種の拡大や坪効率の改善を進めてまいりました。
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イズミヤ㈱、ユニー㈱、㈱フジと3社で共同開発した新ブランド「ＳｔｙｌｅＯＮＥ」は順調に販売を拡大し、

1,382品目で売上高は67億54百万円（前年同期比112.6%）になりました。既存のプライベートブランド商品の

「ｇｏｏｄ－ｉ」については、畜産商品のリスク回避のため産地を分散させたことや震災による原料不足など

の影響もあり前年実績を下回りました。この結果、開発商品の売上高合計は230億14百万円（前年同期比75.5%）

となり、当社の売上高に占める構成比は8.3%（前年構成比10.9%）となりました。

≪社会貢献取組≫

平成24年度にＣＯ2排出量（総量）を平成18年度比で10%削減することを目標とした「地球温暖化防止に向け

た取組」を平成20年5月に公表し、目標達成に向けて省エネ設備の積極的導入や店舗運営の効率化を図るなど

「エネルギー消費量の抑制・削減取組」を重点的に進めてまいりました。一方でお客様とともに取り組む活動

として、「カーボンオフセット付商品の販売」や「マイバッグ持参運動」、「廃棄物の削減」を更に推進してお

ります。カーボンオフセット付商品については平成23年度で82万点を販売いたしました。1点あたり2円を拠出し

164万円分の排出権の購入に充て、日本政府に無償譲渡する予定でございます。また、平成21年6月より羽束師店

（京都府）、伏見店（京都府）、高野店（京都府）、六地蔵店（京都府）、洛北店（京都府）でレジ袋の有料化を

開始し、平成24年2月時点で、当社でのレジ袋有料化店舗は合計9店舗になっております。さらに平成24年2月よ

り、マイバッグをご持参いただいたお客様への「エコ値引き」を、レジ袋有料化店舗等の一部店舗を除いてス

タートさせたこともあり、レジ袋の辞退率は平成24年2月度で48.4%に達しています。

平成22年2月に「地域貢献パートナー協定」を締結した大阪府立大学との取り組みでは、平成23年5月に大学

教授を講師として千里丘店（大阪府）にお招きし、公開講座「ちょっと寄って講座」を開催いたしました。

≪グループ物販事業≫

中国事業の蘇州泉屋百貨有限公司は、中国蘇州市に海外1号店となる「泉屋百貨」を平成23年11月に出店いた

しました。泉屋百貨では「安全・安心な食スタイルの提案」と「高感度・高品質なファッションライフの提

案」を基本コンセプトに、直営の食品スーパーと各種の人気ブランドショップを取り揃えるとともに、日本流の

すぐれた接客サービスを徹底して営業活動を行っております。

衣料品・玩具の販売会社㈱ビーユーは、既存店ショップのブランドを入れ替えるなどの改装を実施したこと

などにより既存店売上高が前年を上回ったことに加え、不採算店舗の閉鎖を含む構造改革を進めることにより、

黒字転換することができました。

＜小売関連サービス事業＞

　小売関連サービス事業の営業収益は365億38百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益は15億43百万円（前年同

期比23.6％増）となりました。

総合ビルメンテナンス事業の㈱カンソーは駐車場、商業施設の清掃・環境事業の受託が増えたほか、スーパー

ランドリー2店舗、リフォームショップ1店舗を出店するなど、グループ外事業を拡大して増収となりました。

イズミヤカード㈱は、キャッシング収益、旅行部門の収益が苦戦しましたが、保険部門の収益が伸びたことに

加え、リボルビング払いやＶＩＳＡ等の提携カードへの切り替えを推進したことなどによりショッピング収益

が前年実績を上回りました。費用面においても貸倒引当金繰入額が大幅に削減できたことで、当期純利益が黒字

化いたしました。

　　 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比較して95百万円増加し、66億37百万

円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益13億46百万円、減価償却費68億93百万円であった

ことより、97億38百万円の収入（前期は3億22百万円の収入）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店及び店舗改装等に伴う有形固定資産の取得等により、31億32百万

円の支出（前期は40億88百万円の支出）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーの返済や社債の償還等により、73億7百万円の支出

（前期は12億25百万円の収入）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　該当事項はありません。

（2）受注状況

　該当事項はありません。

（3）販売実績

セグメントの名称 品名
販売高

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

前年同期比（％）

 衣料品（百万円） 49,918 96.7

 食料品（百万円） 206,712 98.9

小売事業 住居関連品（百万円） 69,734 96.9

 その他（百万円） 10,522 101.8

 計（百万円） 336,887 98.2

小売関連サービス事業（百万円） 36,538 98.8

消去（百万円） (21,878) 96.4

合計（百万円） 351,546 98.4

　 （注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

３【対処すべき課題】

　平成24年3月より新中期3ヵ年計画「ＣＡＰ－Ｉ（キャップ　アイ）」をスタートいたしました。「ＣＡＰ－

Ｉ」では、「損益分岐点の引き下げ」と「成長に向けた基盤づくり」を3年間でやりきることをテーマに、現状

のＧＭＳ（ゼネラル・マーチャンダイズ・ストア）依存からの脱却と新しい収益基盤づくりを行い、確実な成

長路線への転換を図ってまいります。主要取組であるロジスティックス改革、組織・人事制度改革、グループ体

制の再構築を基にした利益体質づくりを進め、新規出店の再開や新しい事業にも挑戦していきます。

計画初年度にあたる平成24年度については、「仕組みを変える、意識を変える、コストを下げる」年と位置付

けて下記の重点課題に取り組んでまいります。

≪店舗政策≫

着実に業容を拡大し、新しい価値を提供するために、新規出店を2年ぶりに再開いたします。前述のとおり3月

23日には天六樋之口店（大阪府）をＳＭ業態で出店いたしました。天六樋之口店を含め、今期は2店舗の出店を

計画しております。併せて、都心を中心に最寄品を中心とした食品＋αの店と、2,000坪程度の1フロアでコンパ

クトなスタイルのスーパーセンターモデルの開発を進め、来期以降の出店につなげてまいります。

既存店舗については関西における店舗ネットワーク、ブランド力を活かした地域密着取組を推進し、既存店活

性化に引き続き取り組んでまいります。また、本部内に費用改革担当を配置し、店舗の費用削減の進捗管理や店

舗毎に異なる費用構造の是正に本部と店が一体となって取り組んでまいります。

≪商品政策≫

価値観の多様化や世帯構成の変化でお客様の普段の生活が大きく変化している環境下、これらの変化に対応

した品揃えを充実し客層の拡大を図ってまいります。衣料品においては、各店のお客様の年層に合わせた店別商

品構成を徹底するとともに、週間重点商品の売り込みを強化いたします。また、アパレルと靴・服飾・バッグな

どとのコーディネイト提案を強化し買上率アップを図ります。食料品については売り込み商品を明確にし、単品

量販を徹底します。また、出来立て商品や当日製造商品の拡大などで夕方の売場を強化いたします。住居関連品

は、効率の悪い品種の売場を縮小し成長カテゴリー売場の拡大を図ります。また、ネット専任バイヤーを配置し、

拡大するネット販売市場への取り組みを強化いたします。「地域密着」政策の下、お客様のニーズに基づいた品

揃えを追求し、値頃商品の拡販に今後も取り組んでまいります。
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プライベート・ブランド商品については、商品政策の中での位置付けを明確にして商品計画、売場計画、販促

計画との連動を図るとともに更なる値入率の改善に努めてまいります。平成24年度は3社共同開発商品の価格訴

求型「Ｓｔｙｌｅ ＯＮＥ」に加え、価値訴求型の「Ｐｒｉｍｅ　ＯＮＥ」を新たに販売いたします。既存のプラ

イベートブランド「ｇｏｏｄ－ｉ」を含めた開発商品全体の年間売上高は233億円を計画しております。

≪業務改革≫

　新中期3カ年計画「ＣＡＰ－Ｉ」では、前述のとおり、新たな利益を創出するための仕組みづくりのためにロジ

スティックス改革に着手いたします。新設する食品プロセスセンターを含む新物流センターを稼動させて配送

の効率化、夕方強化のための仕組みづくり等を行うことで店舗オペレーションの改善を図ってまいります。初年

度の平成24年度においては、要冷商品の配送時間見直しに着手し夕方の販売力の向上を図ります。

　システム関連においては、電子メールやホームページなどの社内情報を「適時・適量・適所化」するため、社

内ホームページを再構築して情報ルートの集約、情報の総量削減を図り、情報処理の時間短縮を行います。また、

複数のチラシ作成システムを統合してバイヤーのチラシ作成に要する時間を短縮し、生産性の向上を図ってま

いります。

≪人材育成≫

　地域密着政策のもと魅力ある商品と売場をお客様に提供するために現場教育を強化いたします。商品部内に配

置したフィールドサポート（店舗支援要員）が52週の販売計画に基づく売場作り支援を通じて店舗部門長の育

成教育を引き続き進めてまいります。さらに、今年度は営業力強化に直結するバイヤー教育を充実させてまいり

ます。

　新中期3ヵ年計画「ＣＡＰ－Ｉ」では組織・人事制度の改革にも取り組み、環境変化に対応した制度、従業員の

モチベーションを喚起する仕組みづくりをグループ全体で取り組んでまいります。

≪成長戦略≫

　店舗開発においては、出店エリアや規模に制限が課せられる中、都心部における小商圏を対象とした食品と非

食品の生活必需品を中心とした新しいスタイルの店を開発し、新たな商圏獲得に向けて取り組んでまいります。

また、ワンストップショッピングができる2,000坪1フロアのコンパクトなスーパーセンターモデルの開発を進

め、従来のスーパーセンターとともに戦略業態として店舗開発を進めてまいります。　　　

ネットスーパーについては、パソコン注文画面の改良やスマートフォン対応などの利便性の向上とエリア拡

大で売上高を増やすとともに、配送の効率化をすすめ、新ビジネスモデル店舗の収益改善に取り組んでまいりま

す。さらに京都地区でのネットスーパー新規開業も計画しております。また、ネットショッピングのアイウィル

についても専任バイヤーを配置して商品力を強化していくことで、ネット事業全体の収益拡大を図ってまいり

ます。

海外事業では、平成23年11月にグランドオープンした中国蘇州の泉屋百貨1号店を軌道に乗せ、蘇州市の地域

に密着した店づくりを進めるとともに、今後の店舗拡大を目指してまいります。

　　　　

（２）会社の支配に関する基本方針

　①基本方針の内容

当社は、長年培った営業知識と経験を基に、経営資源を結集して、長期的な株主共同の利益の向上を目指すと

ともに、従業員、消費者、取引先、地域社会等との協働・協力関係をも重視し、法令や社会規範を遵守した上で、長

期的展望に立った企業価値の向上に資する経営を目標としております。

　具体的には、創業以来「お客様第一主義」を基本方針として掲げ、お客様のニーズにあった商品やサービス

の提供を基本とした経営により、顧客満足を追求し、お客様との信頼関係を築いてまいりました。

このような小売業に求められるお客様との信頼関係および経営の効率性などの向上を継続的に追求すること

により、当社の企業価値の維持・向上が実現され、当社の事業を構成する全てのステークホルダーに利益をもた

らすと考えております。

上記基本方針からして、会社の支配権の移転を伴う株式の買付提案があった場合に、その目的等から見て企業

価値・株主共同の利益に明白な損害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがある

もの、取締役会や株主の皆様が買付の条件等について検討し、あるいは取締役が代替案を提案するための十分な

時間や情報を提供しないもの等、当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資さないと思われるものにつきま

しては、買付行為を抑止するための枠組みが必要と判断しております。

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

 11/103



　②基本方針の実現に資する特別な取り組み

　　　当社およびそのグループ各社は、大正10年の創業以来「お客様より満足して頂けることを唯一の使命と心得て、

常に品質に、値段に、お客様の身になって研究努力をいたさねばならない」という信条の下、「地域のお客様が、

健康で楽しく、心豊かな生活を送れるように、安全で安心な商品とサービスの提供を通して“ええもん安い”の

商道を追求し、社会に貢献します」との経営理念を掲げ、関西を中心基盤として店舗網を拡充する中で、小売業

とその関連事業を通して、各地域のお客様のより豊かな生活に貢献できるよう、またご支持をいただけるよう努

力を重ねてまいりました。

　　　すなわち、当社グループ各社の企業価値の根幹は、地域のお客様に貢献し、地域のお客様に末永く愛されることで

あり、継続的に企業価値向上に向けた取り組みを実践することであると認識しております。

　　　平成24年度からは、中期経営計画として新たに3ヵ年計画「ＣＡＰ－Ｉ」をスタートさせ、確実な成長路線への転

換を図るため、ロジスティックス改革、組織・人事制度改革、グループ体制の再構築を基にした利益体質づくり

を進めてまいります。

　　　中期経営計画の推進に当たっては、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化を図るため、リスクマネジメン

ト委員会と会社情報の適時開示と適正性をより一層確保するためのディスクロージャー委員会の活動を推進し

ております。

　

　③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み

　　　当社は、平成18年4月11日開催の取締役会決議により、株主の皆様のご承認を条件として当社株式の大規模買付行

為に対する対応策（買収防衛策）を導入し、同年5月24日開催の第78期定時株主総会において株主の皆様のご承

認をいただきました。

　　　現行の当社株式の大規模買付行為に対する対応策（以下、「現行プラン」といいます。）は、平成24年5月23日開

催の第84期定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいております。現行プランの概要は以下のとお

りです。

(ア)対象となる買付および買付者等に対する情報提供の要求

　　　当社は、まず当社株式の保有割合が２０％以上となる当社株式の買付者等に対し、買付内容の検討に必要な

情報の提供を求めます。

(イ)買付内容の検討・買付者等との交渉・当社取締役会による代替案の検討

　　　当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される企業価値向上検討委員会は、必要情報を受

領後、予め定められた期間内（買付対価を現金のみとする場合は６０日以内、その他は９０日以内）で、買

付者等の買付内容の検討、当社取締役会による代替案の検討等を行い、また必要に応じて当社代表取締役

を通じて買付者等と交渉を行います。

(ウ)企業価値向上検討委員会の勧告

　　　検討の結果、企業価値向上検討委員会は、当社取締役会に対し以下のいずれかの勧告を行います。

①対抗措置の発動を勧告する場合

　買付者等が現行プランに定める手続きに従うことなく買付を行う場合、または現行プランに定める手続

きに従った場合でも、当社定款に定める濫用的買収の類型に該当する場合

②株主総会の招集を勧告する場合

　買付者等による買付等が当社定款に定める濫用的買収に該当しない場合であっても、当社の企業価値・

株主共同の利益を損なう重大なおそれがある場合

③対抗措置の不発動を勧告する場合

　買付者等による買付が上記①、②に定める要件のいずれにも該当しない場合

(エ)取締役会の決議

　　　当社取締役会は、企業価値向上検討委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置を発動するか否かに関する会

社法上の機関としての最終決定を行います。

(オ)対抗措置の発動

　　　対抗措置を発動する場合、当社が当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予

約権を、1株につき1個の割合でその時点の全ての株主の皆様に対して、会社法第277条に基づき無償で割当

てます。但し、当該買付者等には新株予約権の権利行使は認められず、また当社株式との引換えもできない

との条項が付されております。

　　　仮に、現行プランに従って、新株予約権の無償割当が実施された場合には、当該買付者等以外の株主の皆様に

よる新株予約権の権利行使または当社による当該買付者等以外の株主の皆様からの新株予約権取得と当社

普通株式交付の結果、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合を、最大５０％まで希釈化させる可能性

があります。
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④上記取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　　当社取締役会は、現行プランに関して、以下に掲げる理由をもってその合理性を認めております。

(ア)上記①の基本方針に沿うものであること

　　　現行プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に沿うもので

す。

(イ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　　　現行プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断されるに当たり、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される企業価値向上検討委

員会が情報収集や買付内容の検討に必要な時間を確保したり、株主の皆様のために当社代表取締役等を通

じて買付者等と交渉を行うこと等を可能にすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確

保し、向上させるという目的をもって導入されているものです。

(ウ)株主意思を重視するものであること

　　　現行プランは、定款の定めに従って、株主総会の承認を得た後3年以内の最終の事業年度に関する株主総会に

おいて、その存続について承認を得なければならないこととし、さらに、毎年の定時株主総会における取締

役選任議案を通じて、株主の皆様のご意志を確認する手続を経ることとしております。また、必要に応じて

株主総会を開催する場合には、対抗措置の発動の是非についても株主の皆様のご意志が反映されるものと

なっております。

(エ)当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

　　　当社株式に対し、買付等がなされた場合には、企業価値向上検討委員会が、当該買付が当社の企業価値・株主

共同の利益を毀損するか否か等の判断を行い、当社取締役会に対抗措置を発動するか否かを勧告します。当

社取締役会は当該勧告を最大限尊重し、対抗措置を発動するか否かについて会社法上の機関としての最終

決定を行うこととしております。

　　　このように、企業価値向上検討委員会によって、当社取締役会が恣意的に対抗措置の発動を行うことのない

よう、厳しく監視する仕組みが確保されております。

　

　

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。

　なお、本項における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　①食品の安全・安心について 

当社は「ええもん安い」の方針の下、品質、特に鮮度を重視した商品を適切な価格で提供してまいります。

プライベート・ブランド「ｇｏｏｄ－ｉ」を含む当社開発商品について、商品開発時の当社品質基準、品質表示

基準、及び店内加工場や従業員に対する当社衛生管理基準を設定し、その遵守の徹底を進めております。また、製

造委託先に対する監督体制についても徹底を図っております。

　しかしながら、放射性物質汚染や、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）、鳥インフルエンザなどに類する食品の安全・安心

に関する予期せぬ事態が発生し、安全・安心な商品の安定供給に支障をきたした場合、業績及び財政状態にマイ

ナスの影響を及ぼす可能性があります。

　②個人情報保護法の対応について

当社では「クラブカード」を用いて、ポイントを付与するとともに購買履歴データを収集しております。この

クラブカード会員データをもとに、プロモーションや品揃えを強化し、お客様により高いレベルでご満足いただ

くことに努めるといった、ＦＳＰ（フリークエント・ショッパーズ・プログラム）を推進しております。個人情

報の取り扱いについては、「個人情報取扱規程」を設け、情報の保管・利用については細心の注意を払い、徹底

した管理を行っております。また、全従業員に配布している「イズミヤハンドブック」には「個人情報保護心得

7ヶ条」を掲載するとともに、その周知徹底に取り組んでおります。さらに、顧客情報データを管理する本社クラ

ブカード室、及びネット販売に関わるeコマース室を個室化するとともに、指紋認証システムなどによる入退室

管理を行なっております。また、リスクマネジメント委員会においても全社の個人情報管理の仕組みについて更

に強化してまいります。しかしながら、予期せぬ事件・事故等により個人情報が流出するといった出来事が発生

した場合、業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。　

　③競争の激化について

当社は関西を中心に86店舗（平成24年2月末現在）を展開しておりますが、各店舗は商圏内の同業他社との競

争状況にあります。当社店舗の商圏内に新規の他社店舗が多数出店し競争が激化した場合、業績及び財政状態に

マイナスの影響を及ぼす可能性があります。　
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　④労務コストの上昇について

民主党政権は、マニフェストに全従業員の雇用保険適用と全国最低賃金800円（景気状況に応じて1,000円を

目指す）を掲げております。また非正規社員への社会保険適用範囲の拡大も審議されており、正社員と非正規社

員の均等処遇実現による労務コストの上昇が懸念されます。当社では、現場起案による業務改善活動「働き方改

革」による業務の合理化や、コンピューターシステム等の活用による業務の機械化推進などで、労務コストの上

昇を吸収するべく生産性の向上に取り組んでおりますが、今後の法改正の内容によっては、業績及び財政状態に

マイナスの影響を及ぼす可能性があります。

　⑤自然災害・事故等について

当社は、安全で快適な店舗づくりと店舗運営を常に心がけ、店舗設計時の耐震基準の遵守、消防法他の法令遵

守の徹底、及び避難訓練の実施等万全の備えを行っています。また、通信連絡網が機能しなくなった際に備えて、

携帯電話安否メールシステムを導入しております。さらに、東日本大震災を教訓に防災対応マニュアルを整備

し、事業継続計画として見直しを進めております。しかしながら、大地震や台風等の災害、予期せぬ事故や犯罪等

による火災等が発生した場合、当該被災店舗の営業活動を一時休止せざるを得ない状況も予想され、業績及び財

政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。また、当社の本社、物流施設等や、取引先の工場倉庫・輸送

手段等が被災した場合、当社の販売活動や流通・仕入活動が阻害されることで業績及び財政状態にマイナスの

影響を及ぼす可能性があります。　

　⑥新型インフルエンザについて

平成21年4月から弱毒性の新型インフルエンザが流行いたしました。当社では、マスクの1ヶ月分の備蓄をはじ

め、発生段階毎に危険レベルを分類した、強毒性新型インフルエンザマニュアルを整備してまいりましたが、学

校休校によりパート・アルバイト労働者の欠勤を余儀なくされ、運営面での支障が生じました。これらの経験を

踏まえ、弱毒性にも対応できるマニュアルに改定してまいりました。しかしながら今後、前回以上の広がりや強

毒性の新型インフルエンザが流行した場合、当社の販売活動や流通・仕入活動が阻害されることで業績及び財

政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

　⑦電力不足について

東日本大震災以降、多くの原子力発電所が停止し再稼動の見通しがたっておりません。このような状況の中、

当社では店舗の空調や冷蔵・冷凍ケースの設定温度の見直しや、照明器具の一部消灯などで節電に取り組んで

まいりました。しかしながら今後、今まで以上に電力供給が逼迫した場合、当社の販売活動や流通・仕入活動が

阻害されることで業績及び財政状態にマイナスの影響を及ぼす可能性があります。

　

　なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。

　

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。　

　　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

　　当連結会計年度末の総資産は、短期貸付金の減少、敷金及び保証金の減少等により、前連結会計年度と比較して48

億73百万円減少し、2,388億58百万円となりました。

　負債は、コマーシャル・ペーパーの返済や社債の償還等により、前連結会計年度末と比較して42億65百万円減少

し、1,416億67百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して6億7百万円減少し、971億90百万円となりました。

　　自己資本比率は、前連結会計年度末の40.1％から40.7％になりました。

　　　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

　　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、営業収益3,515億46百万円（前年同期比1.6%減）、営業利益42億26

百万円（前年同期比11.4％増）、経常利益32億33百万円（前年同期比26.1％増）、当期純利益6億88百万円（前年

同期比8.6%減）となりました。

　　キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」に

記載しております。

　

(3）経営者の問題意識と今後の方針について

　「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資は、全体で55億29百万円となりました。

　主な内容は、次のとおりであります。

小売事業 4,667百万円 　

小売関連サービス事業 862百万円 　

合計 5,529百万円 　

　小売事業での主な内容は、既存店投資が26億52百万円、新店投資が5億47百万円、システム投資が4億73百万円、その他

が9億95百万円であります。

　小売関連サービス事業での主な内容は、既存設備投資が98百万円、新店投資が16百万円、システム投資が1億43百万

円、その他が6億5百万円であります。　

　これらに必要な資金は、自己資金及び借入金によって充当いたしました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

　

　

２【主要な設備の状況】

（1）提出会社
 （平成24年２月29日現在）

事業所名 所在地
セグメントの
名称

設備の  
内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地

リース資産 その他 合計
金額

自社所有面積
(㎡)

大阪府        50店舗 大阪市西成区他  小売事業  店舗 15,319 56 22,938
152,048
(106,459)

499 1,18439,996
716

(2,763)

兵庫県　　    11店舗神戸市西区他 小売事業 店舗 7,737 10 10,554
70,008
(62,176)

111 787 19,199
267
(825)

京都府　　    11店舗京都市南区他 小売事業 店舗 5,129 21 18,702
80,419
(22,052)

264 3,20127,317
265
(749)

奈良県　      4店舗奈良県奈良市他 小売事業 店舗 2,622 2 1,845
13,616
(57,837)

121 230 4,820
53

(230)

和歌山県　    2店舗和歌山県和歌山市 小売事業 店舗 2,193 1 7,670
27,868
(81,984)

21 387 10,273
84

(175)

滋賀県　　    １店舗滋賀県大津市 小売事業 店舗 88 1 －
－

(26,984)
7 37 134

27
(83)

近畿計　  79店舗 33,088 91 61,709
343,959
(357,492)

1,024 5,827101,740
1,412
(4,825)

千葉県　      ２店舗千葉県八千代市他 小売事業 店舗 2,667 5 1,028
5,053

(21,806)
8 967 4,675

40
(165)

茨城県　      １店舗茨城県牛久市 小売事業 店舗 1,071 3 3,002
8,000
(2,820)

4 14 4,094
15
(82)

栃木県　      １店舗栃木県小山市 小売事業 店舗 1,624 － 1,601
3,202　
－ 

5 2 3,232
11
(31)

東京都　      １店舗東京都板橋区 小売事業 店舗 11 － －
－

(2,805)
4 6 21

22
(89)

関東計　 ５店舗 5,373 8 5,631
16,255
(27,431)

21 989 12,022
88

(367)

その他地域計  2店舗宮崎県宮崎市他 小売事業 店舗 2,175 4 2,157
35,254
(35,898)

9 631 4,977
49

(120)

店舗計 40,637 103 69,497
395,468
(420,821)

1,055 7,447118,739
1,549
(5,312)

本部 大阪市西成区 小売事業 事務所 359 1 386
2,380
(585)

59 95 900
629
(177)

その他店舗以外設備 大阪市住之江区他 小売事業
配送所

他
6,311 8 10,899

163,370
(67,145)

735 1,99219,946
－
(1) 

店舗以外計 6,670 9 11,285
165,750
(67,730)

794 2,08720,846
629
(178)

合計 47,308 112 80,782
561,218
(488,551)

1,849 9,534139,586
2,178
(5,490)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品、建設仮勘定、借地権への投資を含んでおります。また、　

「リース資産」にはリース有形資産及びリース無形資産への投資を含んでおります。なお、金額には消費税等

を含めておりません。

　　　　２．自社所有面積の（　）は、賃借面積を外書きしております。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。

４．現在休止中の主要な設備はありません。
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（2）国内子会社

 平成24年２月29日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

株式会社はやし　
鶴見橋店　他

（大阪市西成区）
小売事業　

店舗他

　
572 5

1,215

(6,927)
31 1,824

161

(264)

株式会社サン・ロ

ジサービス

泉佐野配送所他

（大阪府泉佐野市）

小売関連

サービス事

業

配送所 373 9
1,913

(33,091)
149 2,445

44

(27)

株式会社カンソー
本社他

（大阪市西成区）

小売関連

サービス事

業

事務所

他
805 28

952

(8,015)
426 2,213

289

(1,285)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品、建設仮勘定への投資を含んでおります。なお、金額には消費

税等を含めておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は、（　）に年間の平均人員を外書きしております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名　　

事業所名

所在地

　

セグメントの

　名称

設備の内容

　

投資予定額
資金調達

方法　　

着手及び完了予定日 年間売上

予算額　

（百万円）　

総額

（百万円）　

既支払額

（百万円）　
着手　 完了　

イズミヤ㈱

天六樋之口店

大阪市北区

樋之口町
　小売事業　 　店舗 　　　922 　　　539 自己資金 平成23年10月平成24年3月　　　1,850
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 332,615,000

計 332,615,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成24年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年５月24日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 85,291,365 85,291,365

㈱大阪証券取引所

㈱東京証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 85,291,365 85,291,365 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年1月30日

（注）
△2,000,00085,291,365 － 39,066 － 31,069

　　（注）自己株式の消却による減少であります。

　

（６）【所有者別状況】

 平成24年２月29日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 41 19 490 87 1 8,401 9,039 －

所有株式数

（単元）
－ 20,716 143 26,370 5,013 1 32,698 84,941350,365

所有株式数の

割合（％）
－ 24.39 0.17 31.04 5.90 0.00 38.50 100.00 －

　（注）自己株式100,542株は、「個人その他」に100単元及び「単元未満株式の状況」に542株を含めて記載して

　　　　おります。
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（７）【大株主の状況】

 平成24年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イズミヤ共和会 大阪市西成区花園南１丁目4番4号 6,876 8.06

株式会社マルナカ 香川県高松市円座町 1001 4,629 5.42

イズミヤ自社株投資会 大阪市西成区花園南１丁目4番4号 2,611 3.06

伊藤忠商事株式会社　 東京都港区北青山２丁目5番1号 2,560 3.00

和田　繁 兵庫県宝塚市 2,544 2.98

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8番11号 2,466 2.89

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目1番2号 2,000 2.34

株式会社日本アクセス 東京都品川区大崎１丁目2番2号 1,786 2.09

シービーエヌワイ　デイエフエイ　イ

ンターナショナル　スモール　　キャッ

プ　バリューポートフォリオ

388 GREENWICH STREET,NY,NY10013,USA1,714 2.00

（常任代理人　シティバンク銀行株

式会社）　
（東京都品川区東品川２丁目3番14号）         

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番2号 1,577 1.84

計 － 28,765 33.73

（注）１．上記銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式が以下のとおり含まれております。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,466千株

　

　　　　２．三井住友トラスト・ホールディングス株式会社およびその共同保有者である住友信託銀行株式会社、中央三井

アセット信託銀行株式会社、中央三井信託銀行株式会社、日興アセットマネジメント株式会社及びＣＭＴＢエクイ

ティインベストメンツ株式会社から、平成23年４月21日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平

成23年４月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

  なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住  所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,464 1.72
中央三井アセット信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目23番１号 1,716 2.01
中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 400 0.47

日興アセットマネジメント株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号
ミッドタウン・タワー

127 0.15

ＣＭＴＢエクイティインベストメンツ
株式会社

東京都港区芝三丁目33番１号 660 0.77

　　　（注）住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社及び中央三井信託銀行株式会社は、平成24年

　　　　　4月1日をもって合併し、商号が「三井住友信託銀行株式会社」に変更となっております。　　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
100,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 84,841,000 84,841 －

単元未満株式 普通株式 350,365 － －

発行済株式総数  85,291,365 － －

総株主の議決権 － 84,841 －

　
　　　②【自己株式等】

 平成24年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

イズミヤ株式会社

大阪市西成区花園

南１丁目４番４号
100,000 － 100,000 0.12

計 － 100,000 － 100,000 0.12

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 892 339,628

当期間における取得自己株式 502 224,998

（注） 当期間における取得自己株式には、平成24年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。　

　（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式　 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他　　　　　　

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数　 100,542 － 101,044 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成24年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式数は含まれておりません。 
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３【配当政策】

　当社は、利益配分に関する基本方針につきましては、株主の皆様に対する利益還元を重視すると共に、今後とも収益

力の向上及び財務体質の強化を図りながら、安定した配当を継続することが重要であると考えております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当期の配当につきましては、現下の経済環境及び業績動向等を総合的に勘案した結果、１株当たり6円の配当（うち

中間配当3円）を実施することを決定しました。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

　　　平成23年10月４日

　　　取締役会決議
255 3

 　　 平成24年５月23日

　　　定時株主総会決議
255 3

　

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期
決算年月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月

最高（円） 958 724 590 523 449

最低（円） 465 451 365 263 263

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年９月 10月 11月 12月 平成24年１月 ２月

最高（円） 360 369 386 429 449 435

最低（円） 308 339 358 383 382 387

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
 林　紀男 昭和17年９月５日生

昭和40年４月株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

昭和60年４月同　福井支店長

昭和62年４月同　関連事業部長

平成２年５月 同　新宿支店長

平成３年７月 同　審査第四部長

平成４年６月 同　取締役就任

平成10年５月同　代表取締役専務取締役就任

平成11年４月当社顧問就任

平成11年５月当社取締役副社長就任

平成12年３月イズミヤビジネスサービス株式会

社（現イズミヤカード株式会社）

代表取締役社長就任

平成13年２月当社代表取締役社長就任

平成21年５月　当社代表取締役会長就任（現任）

　

 

平成20年５月　

　（他の法人等の代表状況）

蘇州泉屋百貨有限公司（旧社名　

蘇州億珠美亜商貿有限公司）董事

長（代表取締役）（現任）

(注）３ 54

代表取締役

社長
営業本部長 坂田　俊博 昭和24年11月８日生

昭和48年３月当社入社

昭和63年２月当社仕入25部長

平成６年３月 当社食品SV部長

平成７年２月 当社食品商品部長

平成11年３月当社今福店長

平成12年11月当社洛北店長

平成13年２月当社洛北店長兼高野店長

平成15年１月当社ロジスティックス統括部長

平成15年５月当社取締役就任

平成16年４月当社取締役商品担当兼ロジス

ティックス担当

平成17年１月当社取締役営業本部長

平成17年５月当社常務取締役就任

平成18年５月当社専務取締役就任

平成19年５月当社代表取締役専務取締役就任

平成20年２月当社代表取締役専務取締役執行役

員就任

平成21年2月　当社代表取締役専務取締役専務執

行役員就任

平成21年5月　当社代表取締役社長就任　

平成24年2月　 当社代表取締役社長兼営業本部長

（現任）　

(注）３ 56
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

専務取締役

専務執行役員　

管理本部長兼人

事統括部長

四條　晴也 昭和33年８月15日生

昭和56年３月当社入社

平成10年11月当社FISMY営業部長

平成11年９月当社営業企画副室長兼FISMY事業部

長

平成13年２月当社営業本部企画担当部長

平成15年１月当社営業企画室長

平成17年５月当社取締役就任

平成18年１月当社取締役経営企画部長兼中国室

担当兼関連会社担当

平成20年２月当社常務取締役執行役員就任、関連

事業本部長兼経営企画担当兼中国

担当

平成21年２月

　

当社常務取締役常務執行役員関連

事業担当兼構造改革担当兼中国事

業統括部長　

平成21年10月

　

当社常務取締役常務執行役員構造

改革担当兼中国事業統括部長　

平成22年２月

　

当社常務取締役常務執行役員経営

企画室長兼中国事業統括部長

平成22年５月

　

当社常務取締役常務執行役員経営

企画室長兼中国事業統括部長兼関

連事業担当

平成22年９月

　

当社常務取締役常務執行役員営業

本部長兼商品統括部長兼中国事業

担当

平成23年５月

　

当社専務取締役専務執行役員就任、

営業本部長兼商品統括部長兼中国

事業担当

平成24年２月

　

当社専務取締役専務執行役員管理

本部長兼人事統括部長（現任）

　

(注）３

　　

16

常務取締役

常務執行役員　

総合企画担当兼

ロジスティック

ス改革推進室長

兼中国事業統括

部長

石田　秀和 昭和28年３月５日生　

昭和50年３月当社入社

平成９年２月　当社ホーム・エレクトロニクス部

長　

平成13年３月当社店舗統括部運営担当部長　

平成17年１月当社住関商品部長兼コンセ部長　

平成20年２月　当社上席執行役員商品統括部長兼

商品開発部長　

平成21年２月　当社上席執行役員営業担当兼商品

統括部長

平成21年５月　当社取締役上席執行役員就任、営業

担当兼商品統括部長　

平成22年２月　当社取締役上席執行役員営業本部

長

平成22年５月　当社常務取締役常務執行役員就任、

営業本部長

平成22年９月　当社常務取締役常務執行役員経営

企画室長兼中国事業統括部長兼開

発担当

平成23年２月　当社常務取締役常務執行役員総合

企画担当兼中国事業統括部長兼開

発担当

平成23年５月　当社常務取締役常務執行役員総合

企画担当兼中国事業統括部長

平成24年２月　当社常務取締役常務執行役員総合

企画担当兼ロジスティックス改革

推進室長兼中国事業統括部長（現

任）

(注）３

　
7
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常務取締役

　

常務執行役員

財務統括部長兼

予算管理部長

佐桑　勇 昭和33年１月13日生

昭和55年４月株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成12年10月同　泉大津法人営業部長

平成14年６月同　門真法人営業部長

平成15年10月同　梅田法人営業第二部長

平成17年６月同　大阪公務法人営業部長

平成21年４月当社執行役員営業担当補佐

平成22年２月当社執行役員財務担当補佐

平成22年５月当社取締役上席執行役員就任、財務

担当

平成23年２月当社取締役上席執行役員財務担当

兼情報システム企画担当

平成24年２月当社取締役上席執行役員財務統括

部長兼予算管理部長

平成24年５月当社常務取締役常務執行役員就任、

財務統括部長兼予算管理部長（現

任）

(注）３ 2

取締役　

　

上席執行役員

開発統括部長兼

店舗開発部長

和田　裕 昭和35年８月30日生

昭和59年４月当社入社

平成10年６月当社デイリーカナート開発部長　

平成11年３月当社デイリーカナート事業部長

平成15年１月当社販売促進部長

平成18年１月当社千里丘店長

平成20年２月当社執行役員テナント開発部長兼

ｅコマース営業部長

平成22年９月当社執行役員開発統括部長

平成23年５月当社取締役上席執行役員就任、開発

統括部長

平成24年２月当社取締役上席執行役員開発統括

部長兼店舗開発部長（現任）

　

平成24年２月

（他の法人等の代表状況）

株式会社宮崎レマンホテル代表取

締役社長（現任）

(注）３ 222

取締役　

　

上席執行役員

営業副本部長兼

商品統括部長

仲西　清 昭和33年10月27日生

昭和56年３月当社入社

平成13年２月当社ビューティ－ヘルス部長

平成18年１月当社花園店長

平成20年２月当社住関商品部長兼コンセ部長

平成23年２月当社執行役員営業企画室長

平成23年５月当社取締役上席執行役員就任、営業

企画室長

平成24年２月当社取締役上席執行役員営業副本

部長兼商品統括部長（現任）

(注）３ 5

取締役

(非常勤)　
 山中　諄　 昭和18年２月１日生　

昭和40年４月南海電気鉄道株式会社入社　

昭和62年７月　同　自動車事業本部自動車部長

平成３年４月　同　鉄道事業本部運輸部長　

平成５年６月　同　理事就任

平成７年６月　同　取締役就任、鉄道事業本部次長　

平成８年６月　同　取締役 鉄道営業本部副本部長

平成９年６月　同　常務取締役就任、バス営業本部

長　

平成13年６月　同　代表取締役社長就任　

平成14年６月　同　代表取締役社長　創生120推進室

長　

平成17年６月　同　代表取締役社長、執行役員進化

123計画推進室長　

平成19年６月　同　代表取締役会長兼ＣＥＯ就任

（現任）　

平成21年５月　当社非常勤取締役就任（現任）　

 (注）

２・３　
5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

(常勤）
 田中　紳郎　 昭和25年10月22日生　

昭和49年４月　中央信託銀行株式会社（現三井住

友信託銀行株式会社）入行　

平成７年３月　同　名古屋駅前支店長　

平成９年５月　同　大阪支店営業第二部長　

平成12年４月　同　大阪中央営業部営業第二部長

平成12年10月同　審査第四部長

平成13年７月　同　審査第三部長　

平成15年７月　中信リース株式会社入社　

平成15年10月同　取締役就任、大阪支店長　

平成16年10月中央三井信用保証株式会社入社、同

　取締役就任、大阪支店長　

平成21年４月　当社顧問

平成21年５月　当社監査役(常勤)就任（現任）

 (注）

１・６
7

 監査役

（常勤）　
　 太田　彰 昭和23年７月８日生

昭和46年４月株式会社住友銀行（現株式会社三

井住友銀行）入行

平成２年４月 同　甲子園支店長

平成４年１月 同　天神町支店長

平成６年10月同　三宮支店長

平成８年５月 同　梅田支店長

平成10年４月同　本店支配人

平成12年５月当社関連事業統括部長

平成13年２月当社経営企画室副室長

平成14年５月当社取締役就任

平成14年５月当社取締役開発統括部長

平成17年１月当社取締役財務統括部長

平成17年５月当社常務取締役就任

平成20年２月当社常務取締役執行役員財務統括

部長兼総務担当兼ロジスティック

ス担当

平成21年２月　当社常務取締役常務執行役員財務

担当兼総務担当　

平成21年10月　当社常務取締役常務執行役員財務

担当兼総務担当兼関連事業担当

平成22年５月　当社監査役（常勤）就任（現任）　

(注）５ 19

監査役  村上　正巳 昭和31年６月14日生

昭和56年11月司法試験合格

昭和59年４月大阪弁護士会　弁護士登録

平成元年４月 小田・村上共同法律事務所開設

平成２年３月 当社顧問弁護士（現任）

平成５年４月 村上正巳法律事務所開設、現在に至

る

平成16年５月当社監査役就任（現任）

(注）1

・４
8

監査役  長谷川　喜一 昭和24年８月30日生

昭和47年４月農林中央金庫入庫

平成４年７月 同　京都事務所長

平成６年６月 同　水産部次長

平成６年10月同　水産部副部長

平成10年７月同　新宿支店長　

平成12年７月同　検査部主任検査役

平成13年６月同　業務監査部主任業務監査役

平成14年６月コープケミカル株式会社常務取締

役就任

平成16年６月株式会社永楽サービス（現株式会

社えいらく）非常勤監査役就任

平成22年５月当社監査役就任（現任）

(注）1

・５
－

    計  401

　（注）１．田中紳郎氏、村上正巳氏及び長谷川喜一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．山中諄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３．平成24年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成24年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成22年５月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成21年５月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、長年培った営業知識と経験を基に、経営資源を結集して、長期的な株主共同の利益の向上を目指すととも

に、従業員、消費者、取引先、地域社会等との協働、協力関係をも重視し、法令や社会規範を遵守した上で、長期的展望

に立った企業価値の向上に資する経営を目標としております。具体的には、創業以来「お客様第一主義」を基本方

針として掲げ、お客様のニーズにあった商品やサービスの提供を基本とした経営による、顧客満足の追求や、グルー

プ全体で経営効率の向上と企業倫理の浸透、経営の健全性確保などを継続的に追求することなどにより、当社の企

業価値の維持、向上が実現され、当社の事業を構成する全てのステークホルダーに利益をもたらすと考えておりま

す。より一層のコーポレートガバナンスの強化を図るため、内部統制の仕組みを強化するためのリスクマネジメン

ト委員会と会社情報の適時開示と適正性を確保するためのディスクロージャー委員会の活動を推進してまいりま

す。　

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。
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 ① 企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　会社の重要事項の決定は、社外取締役を含む8名の取締役で構成される取締役会で決定され、執行役員が迅速に業

務執行を行っています。業務執行を統括する代表取締役社長が適切な意思決定を行うために補佐的な機関として

「常務会」、「執行役員会」を設置し、会社の経営全般にわたる基本的事項及び法令に基づき必要とされる事項に

ついて協議検討を行っています。また、取締役会の下には、様々なリスクを回避するために内部統制、リスク管理体

制、内部監査体制に関する審議を行う「リスクマネジメント委員会」、会社情報の適時開示を行う「ディスクロー

ジャー委員会」、財務内部統制の情報共有と運用の推進を図るため、代表取締役が委員長を務める「財務内部統制

推進委員会」を設置しています。

　また、監査役会は、常勤監査役2名（うち社外監査役1名）及び非常勤監査役2名（社外監査役）で構成され、事務局

として監査役会事務局を設置しています。監査役は「監査役監査基準」に基づき、重要会議への出席、重要書類の閲

覧調査、代表取締役との意見交換、店舗への往査等による取締役の職務執行状況を監視するとともに、連結子会社の

非常勤監査役を分担して兼務すること等により子会社の状況の的確な把握と調査に努めています。また業務執行に

係る部署から独立し、内部監査業務を行う部署として代表取締役社長直轄の監査室をもうけております。監査室は、

「内部監査規程」に基づき、業務全般にわたりその適法性・効率性を検証するとともに財務報告に係る内部統制の

評価・監査を行っています。

ロ．当該企業統治の体制を採用する理由

　当社のコーポレート・ガバナンス体制につきましては、当社の業務に精通した取締役が事業変化に対応できる体

制を採りながら独立性の高い社外取締役が経営の監督とチェック機能を担っております。また、社外監査役を含む

監査役が重要会議等への出席を通じて経営の諸活動全般にわたる監理、運営の制度及び業務の執行状況を適法性と

適正性の観点から監視するなど監査機能を充実させることによって、経営の健全性維持と向上が図られており、

コーポレート・ガバナンスの向上に向けた環境整備がなされていると認識しております。

ハ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況　

　取締役会直轄の組織として「リスクマネジメント委員会」を設置しています。「リスクマネジメント委員会」は

企業を取り巻く様々なリスクを回避するため、内部統制・リスク管理体制・内部監査体制に関する事項を審議し、

決定する機能を果たしています。また、「リスクマネジメント委員会」の下部組織である「コンプライアンス委員

会」は取締役会の指示により、法令・定款の遵守を最優先課題として、当社及びグループ会社の内部統制の整備と

定期的なモニタリングを行い、取締役会に報告しています。

さらに、適時・適切な情報開示を確保するための「ディスクロージャー委員会」及び環境問題への取組みを推進

する「環境委員会」を設置し、企業価値の維持・向上を図っています。また、使用人に対しては、「経営指針」や

「行動規範」など、使用人が法令、社内規則及び社会通念を遵守した行動をとるためのルールや基準を定め、各種研

修の実施やマニュアルの整備、イントラネットを活用した情報発信を行うことによって、その推進を図っています。

　さらに、法令・諸規則に抵触する行為について早期に発見し、是正するための内部通報制度として「イズミヤヘル

プライン」、「セクハラ相談窓口」を導入しています。「イズミヤヘルプライン」は通報者保護のため守秘義務を

徹底するとともに、社内担当者のみならず、提携している社外法律事務所への通報も可能としており、相談しやすい

仕組みづくりを目指しています。

・リスク管理体制の整備状況  

　「リスク管理規程」を定め、当社としての重点リスクを抽出し、定期的にリスクチェック表に基づき使用人がセル

フチェックすることにより、リスク管理状況の把握及び改善に努めています。また、リスクに横断的に対応するた

め、当社及びグループ会社に「リスクマネジメント委員会」を設置し、危機管理の徹底を図ると共に、コンプライア

ンスやリスクマネジメントに関する1年間の取組みを「コンプライアンス白書」として記録に残し、抽出した課題

は次年度の取組事項とすることによって、レベルの向上に繋げています。さらに、総務統括部内にリスク管理担当、

各店・各部署にコンプライアンス推進者を設置することにより、リスクの予見・予知・予防を継続的に行い、緊急

事態が発生した時は関係部署がプロジェクトチームを編成し、機動的に解決にあたる仕組みとしています。また、経

営に係る危機が発生した場合は、「リスクマネジメント委員会」を開催し、審議の上、社長を本部長とする対策本部

を設置する仕組みとしています。さらに、JAS法や独占禁止法を遵守するための「適正表示・公正取引分科会」を設

置し、優越的地位の濫用や不適正表示の防止に取り組んでおります。

ニ．責任限定契約の内容の概要　

　当社は、平成21年5月20日開催の第81期定時株主総会において、定款に社外取締役との責任限定契約及び社外監査

役との責任限定契約を新設し、社外取締役1名及び社外監査役3名それぞれと当社の間で、会社法第427条第1項の規

定に基づき、同法423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、法令が規定する額としております。　　

②　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査部門（監査室）は9名で構成し、監査役会の機能充実のため常勤監査役との会合は定例的に年6回実施し

ております。また、内部監査部門の作成した個店毎の監査報告書（全店舗分）は、常勤監査役2名に回付しておりま
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す。その他、必要に応じて個別テーマに関する監査結果を常勤監査役2名が聴取しており、重要項目については、監査

役会で非常勤監査役に説明・報告しております。

　監査役会は、会計監査人と定例的に会合を実施し、監査の方法及び結果等について報告を受け、意見交換を行って

おります。

　その他必要に応じて会計監査人との意見交換や情報交換を行うなど連携を密にし、効率的な監査を実施するよう

努めております。

　なお、常勤監査役太田彰氏は当社の財務統括部長及び財務担当取締役を経験しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

③　会計監査の状況  

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、津田多聞氏、石田博信氏であり、新日本有限責任監査法人に所属し、

法律の規定に基づいた監査を実施しております。また、当社の会計監査に係る補助者は公認会計士等17名でありま

す。

④　社外取締役及び社外監査役　  

当社の社外取締役は1名、社外監査役は3名であります。　

イ．会社と会社の社外役員との人的関係、資本関係、又は取引関係その他の利害関係の概要　 

　社外監査役村上正巳氏は、当社の顧問弁護士として取引があり、「５．役員の状況」に記載のとおり当社株式を保

有しております。それ以外に、当社と社外取締役及び社外監査役との間において、人間関係、資本的関係又は取引関

係その他の利害関係はありません。　　　　

ロ．社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割　

　社外取締役には、経営者や特定の利害関係者の利益に偏ることなく、経営の客観性、透明性を重視し、経営者の職務

執行が妥当なものかどうかを監督チェックして頂くことを、また社外監査役には弁護士及び事業法人役員としての

高い専門性と豊富な知識及び経験を活かして有益な意見表明や助言・指導を頂くことを期待して選任しておりま

す。

　なお、社外取締役1名は、一般株主と利益相反の生じるおそれがない独立役員として東京証券取引所及び大阪証券

取引所にその旨を届け出ております。　

ハ．社外取締役及び社外監査役の選任状況　

役　名 氏　名 選任の理由

社外取締役 山中　諄

南海電気鉄道株式会社代表取締役会長兼ＣＥＯに就任していますが、同社と当

社の間には当社の経営に影響を及ぼすような利害関係はなく、一般株主の立場

から社外取締役として当社の経営の監督とチェック機能を果たして頂いており

ます。

社外監査役 田中　紳郎
豊富な経験と高い識見を有しており、社外監査役として独立した立場から助言

や指導を頂いております。

社外監査役 村上　正巳
法律専門家としての豊富な知識と豊かな経験を活かして有益な意見表明を頂い

ております。

社外監査役 長谷川　喜一
豊富な経験と高い識見を有しており、社外監査役として独立した立場から助言

や指導を頂いております。

ニ．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

　社外取締役は、必要に応じて総合企画室又は担当取締役から経営に関する情報提供を受け、経営の監督・監視機能

の実効性向上を図っております。

　社外監査役は、会計監査人及び監査室との定例的な会合により当社グループの現状及びリスク、監査上の重要課題

等について意見交換し、監査の実効性向上を図っております。
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⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
111 111 － － － 10

監査役

（社外監査役を除く。）
27 27 － － － 2

社外役員 28 28 － － － 4

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬等の額は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、取締役会で了承された方法により　決

定しております。

　監査役の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内で、監査役の協議により決定しております。　

ニ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　総額（百万円） 　対象となる役員の員数（名） 　内容

　32 　4 　使用人分としての給与であります。

　

⑥　株式の保有状況　

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　 34銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　1,711百万円

　なお、当事業年度において当社が保有する目的が純投資目的である投資株式はありません。

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

加藤産業㈱ 363,363 502取引関係の維持・強化

コクヨ㈱ 431,400 295取引関係の維持・強化

㈱奥村組 715,000 226取引関係の維持・強化

日清食品ホールディングス

㈱
33,000 96 取引関係の維持・強化

上新電機㈱ 112,000 93 取引関係の維持・強化

フジテック㈱ 181,000 79 取引関係の維持・強化

ＯＵＧホールディングス㈱ 138,915 22 取引関係の維持・強化

伊藤忠食品㈱ 5,000 14 取引関係の維持・強化

丸大食品㈱ 50,000 13 取引関係の維持・強化

味の素㈱ 12,000 11 取引関係の維持・強化

※加藤産業㈱を除く9銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の1以下でありますが、上位10銘柄について記載

しております。　　

　

当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

加藤産業㈱ 363,363 561取引関係の維持・強化

コクヨ㈱ 431,400 243取引関係の維持・強化

㈱奥村組 715,000 235取引関係の維持・強化

日清食品ホールディングス

㈱
33,000 97 取引関係の維持・強化

上新電機㈱ 112,000 95 取引関係の維持・強化

フジテック㈱ 181,000 91 取引関係の維持・強化
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銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ＯＵＧホールディングス㈱ 138,915 26 取引関係の維持・強化

丸大食品㈱ 50,000 15 取引関係の維持・強化

伊藤忠食品㈱ 5,000 14 取引関係の維持・強化

味の素㈱ 12,000 11 取引関係の維持・強化

フジッコ㈱ 10,000 10 取引関係の維持・強化

㈱三井住友フィナンシャル

グループ
3,287 8 取引関係の維持・強化

日本マクドナルドホール

ディングス㈱
1,000 2 取引関係の維持・強化

大正製薬ホールディングス

㈱
300 2 取引関係の維持・強化

タキヒョー㈱ 4,320 1 取引関係の維持・強化

㈱メディパルホールディン

グス
1,825 1 取引関係の維持・強化

三井住友トラストホール

ディングス㈱
4,982 1 取引関係の維持・強化

アシックス商事㈱ 1,000 1 取引関係の維持・強化

第一生命保険㈱ 9 0 取引関係の維持・強化

山喜㈱ 1,100 0 取引関係の維持・強化

　

　みなし保有株式 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三井住友フィナンシャル

グループ　
100,000 275

退職給付信託株式であり、当該株

式に係る議決権行使の指示権限を

有しているもの

三井住友トラストホール

ディングス㈱
487,000 137

退職給付信託株式であり、当該株

式に係る議決権行使の指示権限を

有しているもの

㈱メディパルホールディン

グス
98,000 95

退職給付信託株式であり、当該株

式に係る議決権行使の指示権限を

有しているもの

（注）貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。
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⑦　取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席した株主総会において、その議決権の過半数をもって行う旨、また累積投票によらない旨、定款に定めておりま

す。 

⑨　自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とすることを目的とするものであ

ります。 

⑩　剰余金の配当（中間配当）の決定機関

　当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を、取締役会の決議により行うことができる旨

を定款に定めております。これは、剰余金の配当（中間配当）を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的

な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

⑪　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総会における特別決議

の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 46 － 46 －

連結子会社 － － － －

計 46 － 46 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　公認会計士等の監査計画、監査内容、監査日程等を考慮のうえ、監査役会による同意を得て、適切に決定しており

ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成22年３月１日から平成23年２月

28日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成23年３月１日か

ら平成24年２月29日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、同機構及び監査法人等が主催するセミナー等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年２月28日)

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,643 6,758

受取手形及び売掛金 10,636 11,702

商品及び製品 21,764 21,642

仕掛品 2 2

原材料及び貯蔵品 200 186

前払費用 1,502 1,578

繰延税金資産 1,072 1,018

その他 10,712 7,768

貸倒引当金 △985 △635

流動資産合計 51,550 50,022

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 167,972 170,570

減価償却累計額 △113,732 △117,436

建物及び構築物（純額） ※2
 54,240

※2
 53,133

機械装置及び運搬具 4,903 4,902

減価償却累計額 △4,425 △4,439

機械装置及び運搬具（純額） 477 462

工具、器具及び備品 20,413 18,812

減価償却累計額 △18,656 △16,789

工具、器具及び備品（純額） 1,757 2,022

土地 ※2
 88,363

※2
 88,258

リース資産 2,280 2,772

減価償却累計額 △423 △849

リース資産（純額） 1,856 1,923

建設仮勘定 21 390

有形固定資産合計 146,715 146,191

無形固定資産

借地権 7,618 7,617

のれん 261 158

その他 2,245 2,046

無形固定資産合計 10,125 9,822

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 3,504 1,758

敷金及び保証金 28,594 27,150

繰延税金資産 1,123 883

その他 2,401 3,324

貸倒引当金 △341 △325

投資その他の資産合計 35,282 32,791

固定資産合計 192,123 188,805

繰延資産

社債発行費 57 30

繰延資産合計 57 30

資産合計 243,731 238,858
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年２月28日)

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,599 22,535

短期借入金 ※2
 30,152 30,942

コマーシャル・ペーパー 9,000 5,500

リース債務 435 518

未払法人税等 628 623

未払消費税等 215 740

未払費用 4,876 4,776

ポイント引当金 603 652

賞与引当金 873 985

役員賞与引当金 27 52

利息返還損失引当金 219 206

商品券回収損失引当金 163 168

店舗閉鎖損失引当金 14 2

その他 6,779 11,073

流動負債合計 76,589 78,779

固定負債

社債 17,005 11,016

長期借入金 ※2
 40,397

※2
 38,159

リース債務 1,576 1,643

退職給付引当金 2,039 2,348

役員退職慰労引当金 289 －

長期預り保証金 5,687 5,583

資産除去債務 － 1,699

その他 2,346 2,436

固定負債合計 69,343 62,888

負債合計 145,933 141,667

純資産の部

株主資本

資本金 39,066 39,066

資本剰余金 45,343 45,343

利益剰余金 13,372 12,793

自己株式 △53 △53

株主資本合計 97,729 97,149

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 33 213

繰延ヘッジ損益 △4 13

為替換算調整勘定 － △216

その他の包括利益累計額合計 28 10

少数株主持分 40 31

純資産合計 97,798 97,190

負債純資産合計 243,731 238,858
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

売上高 347,491 341,611

売上原価 244,698 240,845

売上総利益 102,792 100,765

営業収入 9,783 9,935

営業総利益 112,575 110,701

販売費及び一般管理費

広告宣伝費及び販売促進費 5,686 4,824

荷造及び発送費 5,246 5,013

従業員給料及び手当 39,793 39,242

賞与 2,329 2,672

賞与引当金繰入額 732 849

貸倒引当金繰入額 583 136

退職給付費用 1,329 1,322

役員退職慰労引当金繰入額 65 15

水道光熱費 6,137 6,062

賃借料 13,638 13,175

事業所税 572 632

減価償却費 6,574 6,701

その他 26,091 25,825

販売費及び一般管理費合計 108,781 106,474

営業利益 3,794 4,226

営業外収益

受取利息 9 11

受取配当金 40 43

受取地代家賃 35 24

工事負担金等受入額 － 139

その他 326 241

営業外収益合計 412 460

営業外費用

支払利息 1,275 1,171

その他 365 281

営業外費用合計 1,641 1,453

経常利益 2,565 3,233
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

特別利益

固定資産売却益 ※1
 16 －

投資有価証券売却益 － 21

貸倒引当金戻入額 － 13

店舗閉鎖損失引当金戻入額 206 5

その他 19 3

特別利益合計 242 43

特別損失

固定資産除却損 227 547

固定資産売却損 ※2
 1

※2
 0

減損損失 ※3
 242

※3
 51

投資有価証券評価損 － 246

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 629

その他 106 454

特別損失合計 578 1,930

税金等調整前当期純利益 2,229 1,346

法人税、住民税及び事業税 505 483

法人税等調整額 973 183

法人税等合計 1,478 666

少数株主損益調整前当期純利益 － 679

少数株主損失（△） △3 △9

当期純利益 753 688
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 679

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 179

繰延ヘッジ損益 － 17

為替換算調整勘定 － 112

その他の包括利益合計 － ※2
 309

包括利益 － ※1
 989

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 998

少数株主に係る包括利益 － △9
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

株主資本

資本金

前期末残高 39,066 39,066

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 39,066 39,066

資本剰余金

前期末残高 45,991 45,343

当期変動額

自己株式の処分 △647 －

当期変動額合計 △647 －

当期末残高 45,343 45,343

利益剰余金

前期末残高 13,116 13,372

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

当期純利益 753 688

連結範囲の変動 － △757

当期変動額合計 256 △579

当期末残高 13,372 12,793

自己株式

前期末残高 △2,548 △53

当期変動額

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 2,496 －

当期変動額合計 2,494 △0

当期末残高 △53 △53

株主資本合計

前期末残高 95,625 97,729

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

当期純利益 753 688

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 1,849 －

連結範囲の変動 － △757

当期変動額合計 2,104 △580

当期末残高 97,729 97,149

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 64 33

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△31 179

当期変動額合計 △31 179

当期末残高 33 213
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △26 △4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22 17

当期変動額合計 22 17

当期末残高 △4 13

為替換算調整勘定

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △216

当期変動額合計 － △216

当期末残高 － △216

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 37 28

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△9 △18

当期変動額合計 △9 △18

当期末残高 28 10

少数株主持分

前期末残高 43 40

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △9

当期変動額合計 △3 △9

当期末残高 40 31

純資産合計

前期末残高 95,706 97,798

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

当期純利益 753 688

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 1,849 －

連結範囲の変動 － △757

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12 △27

当期変動額合計 2,091 △607

当期末残高 97,798 97,190
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,229 1,346

減価償却費 6,772 6,893

減損損失 242 51

有形固定資産除売却損益（△は益） 144 253

貸倒引当金の増減額（△は減少） △153 △366

退職給付引当金の増減額（△は減少） 445 309

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △3,595 △11

受取利息及び受取配当金 △50 △55

支払利息 1,275 1,171

投資有価証券評価損益（△は益） － 246

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 629

売上債権の増減額（△は増加） △841 △1,063

たな卸資産の増減額（△は増加） △310 189

仕入債務の増減額（△は減少） △3,424 △132

未払消費税等の増減額（△は減少） △477 524

その他 44 1,618

小計 2,300 11,605

利息及び配当金の受取額 50 55

利息の支払額 △1,276 △1,162

法人税等の支払額 △751 △759

営業活動によるキャッシュ・フロー 322 9,738

投資活動によるキャッシュ・フロー

子会社株式の取得による支出 △1,275 △1,890

有形固定資産の売却による収入 36 0

有形固定資産の取得による支出 △5,313 △3,470

敷金及び保証金の回収による収入 1,468 1,550

敷金及び保証金の差入による支出 △554 △280

預り保証金の受入による収入 242 275

預り保証金の返還による支出 △671 △357

短期貸付金の回収による収入 7,071 4,705

短期貸付けによる支出 △4,573 △2,791

その他 △519 △874

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,088 △3,132
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

3,000 △3,500

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,330 △5,000

長期借入れによる収入 19,901 25,460

長期借入金の返済による支出 △20,147 △21,908

社債の発行による収入 2,800 －

社債の償還による支出 △926 △1,289

自己株式の処分による収入 1,849 －

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △497 △511

その他 △422 △559

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,225 △7,307

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,540 △680

現金及び現金同等物の期首残高 9,082 6,541

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 775

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 6,541

※1
 6,637
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社20社を連結の範囲に含めておりま

す。

　その主なものは、イズミヤカード㈱、他19

社であります。

　子会社21社を連結の範囲に含めておりま

す。

　その主なものは、イズミヤカード㈱、他20

社であります。

　 　前連結会計年度において連結子会社であ

りました㈱ワカヤマ冨士ホテルは、清算し

たため連結の範囲から除いております。

　なお、蘇州億珠美亜商貿有限公司は、総資

産、売上高、当期純利益及び利益剰余金等が

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除外して

おります。

　なお、当連結会計年度より、蘇州泉屋百貨

有限公司（旧社名 蘇州億珠美亜商貿有限

公司）については、重要性が増したことに

より、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 　　　　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

　連結子会社の事業年度の末日は、下記の１

社を除き、連結決算日と一致しております。

　連結子会社のうち、蘇州泉屋百貨有限公司

の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表の作成においては、同決算日

現在の財務諸表を使用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行って

おります。　

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日前１ヶ月間の市場価

格等の平均に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定しておりま

す。）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

 ②　たな卸資産

商品

　売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。）　　

②　たな卸資産

商品

         同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外は定率法を採用しており

ます。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　　３年～39年

構築物　　　　　　　３年～60年

機械装置　　　　　　５年～17年

工具、器具及び備品　３年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ②　少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、３年均等償却をおこ

なっております。

②　少額減価償却資産

同左

 ③　無形固定資産（リース資産を除く）　

　　　

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

③　無形固定資産（リース資産を除く）　

　　　

同左

　 ④　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

　　なお、リース取引開始日が平成21年2月

28日以前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を

引続き採用しております。

④　リース資産

　　　　　　　　 同左

 (3)繰延資産の処理方法 

 社債発行費

　償還期間にわたり均等償却しており

ます。

(3)繰延資産の処理方法 

 社債発行費

同左

 (4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込み額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度に対応する額を計上して

おります。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金 

　　役員の賞与の支払に備えるため、当連

結会計年度における支給見込み額に基

づき計上しております。

③　役員賞与引当金 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき計上し

ております。

  数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

④　退職給付引当金

　　　　　　同左  

　 （会計方針の変更）　

当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号　平成20年

7月31日）を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響は

ありません。

　　　　──── 

 ⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、連結子会社の一部は内規に基づく

連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。

　　　　　　──── 

　

 ⑥　ポイント引当金

　ポイントカード制度に基づき顧客へ

付与したポイントの利用に備えるた

め、将来利用されると見込まれる額を

計上しております。

⑤　ポイント引当金

同左

 ⑦　利息返還損失引当金 

　将来の利息返還請求に備えるため、過

去の返還実績等を勘案した必要額を計

上しております。 

⑥　利息返還損失引当金 

同左

 ⑧　商品券回収損失引当金　

　商品券が負債計上中止後に回収され

た場合に発生する損失に備えるため、

過去の実績に基づく将来の回収見込み

額を計上しております。

⑦　商品券回収損失引当金　

　　　　　　同左

　 ⑨　店舗閉鎖損失引当金

　店舗閉店に伴い発生する損失に備え

るため、今後発生すると見込まれる損

失額を計上しております。　　　　

⑧　店舗閉鎖損失引当金

　　　　　　同左

 　　　　　　──── (5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

　在外子会社の資産及び負債は、在外子会

社の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

 (5）重要なヘッジの会計処理

①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては、特例処理を採

用しており、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理を

採用しております。　

(6）重要なヘッジの会計処理

①　ヘッジ会計の方法

　　　　　　　同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　同左

　 a.ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金

b.ヘッジ手段：為替予約

　ヘッジ対象：子会社株式

a.ヘッジ手段：同左

　ヘッジ対象：同左

b.ヘッジ手段：同左

　ヘッジ対象：同左

 ③　ヘッジ方針

　金利関連のデリバティブ取引につい

ては、変動金利を固定に変換する目的

で金利スワップ取引をしているのみで

あり、投機目的取引及びレバレッジ効

果の高いデリバティブ取引は行わない

方針であります。

　また、将来の為替相場の変動による損

失を回避する目的で、為替予約取引を

利用しております。　

③　ヘッジ方針

　　　　　　同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、利息の

受払条件及び契約期間がヘッジ対象と

なる借入金とほぼ同一であることか

ら、有効性の判断は省略しております。

　また、為替予約取引については、将来

の予定取引（中国子会社への払込資

本）に基づくものであり、実行の可能

性が極めて高いため、有効性の判断は

省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　同左

　 　　　　　　　──── 

　

　

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、10年間で均等

償却することとしております。ただし、金

額が僅少な場合には当勘定が生じた連結

会計年度の損益として処理することとし

ております。　

　 　　　　　　　──── 

　

　

(8）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

　　手元現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に満期日または償還期限の到来する

短期投資からなっております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

 (6）その他の重要な事項

イ　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

(9）その他の重要な事項

イ　消費税等の会計処理方法

同左

 ロ　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

ロ　連結納税制度の適用

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

　　　　　　　 ──── 

　

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

  のれん及び負ののれんの償却について

は、10年間で均等償却することとしており

ます。ただし、金額が僅少な場合には当勘定

が生じた連結会計年度の損益として処理す

ることとしております。

               ──── 

　

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手元現金、要求払預金及び容易に換金可 

能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に満期日または償還期限の到来する短期投

資からなっております。

               ──── 

　

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

 46/103



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

                     ────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　　これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益が

73百万円減少し、税金等調整前当期純利益が703百万円

減少しております。　

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

                    ────── （連結損益計算書関係）            

（1）当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示しております。　

（2）営業外収益の「工事負担金等受入額」は、金額的重要

性が増したため区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「工事負担金等受入額」の金額は24百万円であり、営

業外収益の「その他」に含めて表示しております。

【追加情報】
　
　

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

                   ────── （包括利益の表示に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。　

　　

                   ────── （役員退職慰労引当金）

　一部の連結子会社は、前事業年度に係る定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金制度を廃止し、当株主総会終結の時ま

での在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給するこ

ととし、その支給の時期は、各役員の退任時とすることを決

議いたしました。

　これに伴い、役員退職慰労引当金残高を取崩し、長期未払

金として固定負債の「その他」に含めて計上しておりま

す。　　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年２月28日）

当連結会計年度
（平成24年２月29日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

                    ──────

投資有価証券 1,760百万円

　

　 　

　

※２．㈱三井住友銀行他に対する銀行取引、手形債務、小切

手債務等に対する包括的な担保、並びに個別に対応す

る短期借入金200百万円、長期借入金352百万円に対し

て次のとおり担保に供しております。

※２．㈱三井住友銀行他に対する銀行取引、手形債務、小切

手債務等に対する包括的な担保、並びに個別に対応す

る長期借入金125百万円に対して次のとおり担保に供

しております。

建物 6,843百万円

土地 8,817百万円

建物 6,501百万円

土地 8,817百万円

　　               　　               

　３．当社連結子会社イズミヤカード㈱においては、カード

ローン及びクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメントに係る貸出未実行残高

は、次のとおりであります。

　３．当社連結子会社イズミヤカード㈱においては、カード

ローン及びクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメントに係る貸出未実行残高

は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
38,735百万円

貸出実行残高 5,165百万円

差引額 33,570百万円

当座貸越極度額及び貸出コミット

メントの総額
36,125百万円

貸出実行残高 3,340百万円

差引額 32,785百万円

  なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査を貸出の条件としているものが含まれている（当

連結会計年度末の未実行残高33,570百万円）ため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。

  なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関する

審査を貸出の条件としているものが含まれている（当

連結会計年度末の未実行残高32,785百万円）ため、必

ずしも全額が貸出実行されるものではありません。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

※１．固定資産売却益の内訳は建物附属設備12百万円、土

地4百万円、その他0百万円であります。

 　　　　　　　　　 ──────

※２．固定資産売却損の内訳は、機械及び装置1百万円、そ

の他0百万円であります。

※２．固定資産売却損の内訳は、機械及び装置0百万円であ

ります。

※３．当連結会計年度において、以下の資産グループにお

いて減損損失を計上いたしました。

※３．当連結会計年度において、以下の資産グループにお

いて減損損失を計上いたしました。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗
　大阪府大阪市　

 
建物及び構
築物等

　
242

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎に

グルーピングしております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗
　大阪府大阪市　他

 
建物及び構
築物等

　
51

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎に

グルーピングしております。

　閉店の意思決定を行った店舗における資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。

　 　

　

　　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 744百万円

少数株主に係る包括利益 △3

計 741

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △31百万円

繰延ヘッジ損益 22

計 △9
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,291 － － 85,291

合計 85,291 － － 85,291

自己株式     

普通株式（注）1、２ 4,695 5 4,600 99

合計 4,695 5 4,600 99

 　　　  （注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　　　　　　　

２．普通株式の自己株式の株式数の減少4,600千株は、伊藤忠商事株式会社及び同社グループを引受先

とした第三者割当による自己株式の処分による減少4,600千株、単元未満株式の売渡しによる減少0千株

であります。　　　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月26日

定時株主総会
普通株式 241 3.0 平成22年２月28日 平成22年５月27日

平成22年10月4日

取締役会
普通株式 255 3.0 平成22年８月31日 平成22年11月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成23年５月25日

定時株主総会
普通株式 255利益剰余金 3.0平成23年２月28日平成23年５月26日

　

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

 50/103



当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 85,291 － － 85,291

合計 85,291 － － 85,291

自己株式     

普通株式（注） 99 0 － 100

合計 99 0 － 100

 　　　  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　　　　　　　

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月25日

定時株主総会
普通株式 255 3.0 平成23年２月28日 平成23年５月26日

平成23年10月4日

取締役会
普通株式 255 3.0 平成23年８月31日 平成23年11月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成24年５月23日

定時株主総会
普通株式 255利益剰余金 3.0平成24年２月29日平成24年５月24日

　

　

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の関係

（平成23年２月28日現在） （平成24年２月29日現在）

現金及び預金 6,643百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △101百万円

現金及び現金同等物 6,541百万円

現金及び預金 6,758百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △120百万円

現金及び現金同等物 6,637百万円

　

２．重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用

しております。 

　資産除去債務増加高　　1,703百万円　
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、店舗における商品陳列什器、コンピュータ端

末機（「工具、器具及び備品」）であります。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　　　　　　　　　　　同左　

（イ）無形固定資産

　　ソフトウエアであります。　　

（イ）無形固定資産

　　ソフトウエアであります。　　

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

②リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　　　同左　　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成21年2月28日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　同左　

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及び構築
物

2,110 385 － 1,725

機械装置及び
運搬具

208 157 － 51

工具、器具及び
備品

10,7057,576 523 2,604

(無形固定資産) 　    

その他 723 510 － 213
合計 13,7488,629 523 4,594

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及び構築
物

2,110 515 － 1,595

機械装置及び
運搬具

141 110 － 31

工具、器具及び
備品

8,1226,286 311 1,524

(無形固定資産) 　    

その他 537 408 － 128
合計 10,9117,320 311 3,279

　（注）１．取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によっており

ます。

　（注）１．　　　　　　同左

２．「（無形固定資産）その他」は「ソフト開発

費等」であります。

２．　　　　　　同左

（2）未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 1,524百万円

 １年超 3,594百万円

 合計 5,118百万円

 リース資産減損勘定の残高 523百万円　

 １年内 1,106百万円

 １年超 2,483百万円

 合計 3,590百万円

 リース資産減損勘定の残高 311百万円　

　（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。

　（注）　　　　　　　　同左
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前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,868百万円

リース資産減損勘定の取崩額 373百万円

 減価償却費相当額 1,868百万円

 減損損失 83百万円

支払リース料 1,396百万円

リース資産減損勘定の取崩額 212百万円

 減価償却費相当額 1,396百万円

 減損損失 －百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 5,407百万円

１年超 39,242百万円

合計 44,650百万円

１年内 5,448百万円

１年超 34,011百万円

合計 39,459百万円
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達についてはグループＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）によるグ

ループ資金の有効活用を図る一方、必要な資金を事業環境等の変化に応じて効率的に調達することとし、主に銀

行借入やコマーシャル・ペーパー及び社債発行により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資

産で運用しております。なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客及びクレジット会社の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リス

クに晒されております。また、店舗賃借契約に基づき保証金を差し入れており、賃貸人の信用リスクに晒されて

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、主として2ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーについては、主に短期的な運転資金の調達を目的としたものであり

ます。長期借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後

９年であります。借入金のうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部に

ついては、支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手

段として利用しております。ヘッジの有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引は、将来の予定取引（中国子会社への払込資本）に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（５）重

要なヘッジの会計処理」をご参照下さい。

③金融商品に係るリスク管理体制

ａ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形及び売掛金は、そのほとんどがクレジット売掛金であり、取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。　

敷金及び保証金については、そのほとんどが保証金返還請求権の保全のために抵当権等を設定しており、信

用リスクはほとんどないと認識しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

ｂ）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、信用度の高い金融機

関とのみ金利スワップ取引を行うものとしております。

投資有価証券については定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ｃ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理

しております。連結子会社においても同様であります。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年2月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

(4) 敷金及び保証金

6,643百万円

10,636百万円

1,427百万円

28,594百万円

6,643百万円

10,636百万円

1,427百万円

26,944百万円

-　

-　

　　　-

△1,650百万円

資産計 47,302百万円 45,652百万円 △1,650百万円

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 短期借入金

(3) コマーシャル・ペーパー

(4) 社債

(5) 長期借入金

22,599百万円

30,152百万円

9,000百万円

17,005百万円

40,397百万円

22,599百万円

30,152百万円

9,000百万円

17,123百万円

40,584百万円

-　

-　

-　

117百万円

187百万円

負債計 119,154百万円 119,459百万円 304百万円

デリバティブ取引（※） (7)百万円 (7)百万円 -　　

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、正味の債務になる項目については

（　）で示しております。　

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在

価値により算定する方法によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 社債

社債の時価は、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定する方法によっております。

(5) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入金を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。　金

利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(5)参照）。
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(注)2．時価を把握することが極めて困難と見られる金融商品　 

区分 連結貸借対照表計上額

(1) 非上場株式 2,077百万円

(2) 預り保証金 5,687百万円

(1) 非上場株式

　これらについては、市場価値がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)

投資有価証券」には含めておりません。

(2) 預り保証金

　これらについては、返還時期の見積もりが困難なため、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから記載しておりません。

　

(注)3．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　 

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

１０年以内
１０年超

現金及び預金

　預金

受取手形及び売掛金

敷金及び保証金

　

4,145百万円

10,636百万円

1,657百万円

　

－

－

14,305百万円

　

－

－

7,574百万円

　

－

－

5,057百万円

合計 16,439百万円 14,305百万円 7,574百万円 5,057百万円

 

　

(注)4．社債、借入金の連結決算日後の返済予定額

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

１０年以内
１０年超

社債

短期借入金

長期借入金

－

30,152百万円

－　

17,005百万円

－

40,200百万円

－

－

197百万円

－

－

－　

　

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達についてはグループＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）によるグ

ループ資金の有効活用を図る一方、必要な資金を事業環境等の変化に応じて効率的に調達することとし、主に銀

行借入やコマーシャル・ペーパー及び社債発行により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資

産で運用しております。なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客及びクレジット会社の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リス

クに晒されております。また、店舗賃借契約に基づき保証金を差し入れており、賃貸人の信用リスクに晒されて

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、主として2ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーについては、主に短期的な運転資金の調達を目的としたものであり

ます。長期借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後

８年であります。借入金のうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部に

ついては、支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手

段として利用しております。ヘッジの有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引は、将来の予定取引（中国子会社への払込資本）に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（５）重

要なヘッジの会計処理」をご参照下さい。

③金融商品に係るリスク管理体制

ａ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形及び売掛金は、そのほとんどがクレジット売掛金であり、取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。　

敷金及び保証金については、そのほとんどが保証金返還請求権の保全のために抵当権等を設定しており、信

用リスクはほとんどないと認識しております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

ｂ）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、信用度の高い金融機

関とのみ金利スワップ取引を行うものとしております。

投資有価証券については定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ｃ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理

しております。連結子会社においても同様であります。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年2月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

(4) 敷金及び保証金

6,758百万円

11,702百万円

1,470百万円

27,150百万円

6,758百万円

11,702百万円

1,470百万円

25,965百万円

－　

－

－

△1,185百万円

資産計 47,081百万円 45,896百万円 △1,185百万円

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 短期借入金

(3) コマーシャル・ペーパー

(4) 社債

(5) 長期借入金

22,535百万円

30,942百万円

5,500百万円

11,016百万円

38,159百万円

22,535百万円

30,942百万円

5,500百万円

11,044百万円

38,242百万円

－　

－　

－　

28百万円

83百万円

負債計 108,154百万円 108,265百万円 111百万円

デリバティブ取引（※） 22百万円 22百万円 －　

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在

価値により算定する方法によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 社債

社債の時価は、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定する方法によっております。

(5) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入金を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。　金

利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(5)参照）。
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(注)2．時価を把握することが極めて困難と見られる金融商品　 

区分 連結貸借対照表計上額

(1) 非上場株式 287百万円

(2) 預り保証金 5,583百万円

(1) 非上場株式

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

(2) 預り保証金

　これらについては、返還時期の見積もりが困難なため、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから記載しておりません。

　

(注)3．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　 

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

１０年以内
１０年超

現金及び預金

　預金

受取手形及び売掛金

敷金及び保証金

　

4,211百万円

11,702百万円

2,107百万円

　

－

－

13,392百万円

　

－

－

6,376百万円

　

－

－

5,274百万円

合計 18,020百万円 13,392百万円 6,376百万円 5,274百万円

 

　

(注)4．社債、借入金の連結決算日後の返済予定額

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

１０年以内
１０年超

社債

短期借入金

長期借入金

－

30,942百万円

－

11,016百万円

－

38,151百万円

－

－

8百万円

－

－

－　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成23年２月28日）　

１．満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

 種類

連結貸借対照

表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 693 336 357

(2）債券   　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 693 336 357

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 733 1,035 △301

(2）債券   　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 733 1,035 △301

合計 1,427 1,371 55

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　316百万円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

　

３．連結会計年度中に売却したその他有価証券

　該当事項はありません。　
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当連結会計年度（平成24年２月29日）　

１．満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

 種類

連結貸借対照

表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 732 312 420 

(2）債券  　　　　 　　　　 　

①　国債・地方債等 　－ 　－ 　　－　

②　社債 　－ 　－ 　　－

③　その他 　－ 　－ 　－

(3）その他 　－ 　－ 　－

小計 732 312 420 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 737 826 △88 

(2）債券   　

①　国債・地方債等 　－　 　－ 　－ 

②　社債 　－ 　－ 　－ 

③　その他 　－ 　－ 　－ 

(3）その他 　－ 　－  　－

小計    737 826 △88

合計 1,470 1,138 331

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　287百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

　

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

種類
売却額　

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

(1）株式 42 21 －

(2）債券   　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 42 21 －

　

４．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について246百万円減損処理を行っております。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。　
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）　

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当するものはありません。　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（1）通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

前連結会計年度(平成23年２月28日)

契約額等　

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

　 米ドル
 子会社株式　
（予定取引）

825 － △7

合計 825 － △7

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。　

（2）金利関連  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

前連結会計年度(平成23年２月28日)　

契約額等　

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　
　

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引     　

支払固定・受取変

動
長期借入金　 11,0004,290（注） 　

合計 11,0004,290 　 　

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）　

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当するものはありません。　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（1）通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年２月29日)

契約額等　

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

　 米ドル
 子会社株式　

（予定取引）　
421 － 22

合計 421 － 22

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（2）金利関連  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成24年２月29日)　

契約額等　

（百万円）　

契約額等の

うち１年超

（百万円）　

時価　

(百万円)　
　

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引     　

支払固定・受取変

動
長期借入金　 13,20811,417（注） 　

合計 13,20811,417 　 　

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付の制度として、退職一時金制度、及び確定給付企業年金制度を設けて

おります。

２．退職給付債務及びその内訳

  
前連結会計年度

（平成23年２月28日）
当連結会計年度

（平成24年２月29日）
 

 (1）退職給付債務（百万円） △14,226 △14,678 

 (2）未認識過去勤務債務（百万円） 55 34 

 (3）未認識数理計算上の差異（百万円） 2,849 3,270 

 (4）年金資産（百万円） 9,281 9,024 

 (5）貸借対照表計上額純額（百万円） △2,039 △2,348 

 (6）退職給付引当金（百万円） △2,039 △2,348 

　（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

  
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

 

退職給付費用    

 (1）勤務費用（百万円） 1,042 1,058 

 (2）利息費用（百万円） 316 324 

 (3）期待運用収益（減算）（百万円） △309 △324 

 (4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） 20 20 

 (5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 260 243 

 (6）退職給付費用（百万円） 1,329 1,322 

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成23年２月28日）
当連結会計年度

（平成24年２月29日）

(1）割引率（％） 2.5 2.5

(2）期待運用収益率（％） 3.5 3.5

(3）退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準 同左

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） 15 15

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 15 15

 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

同左
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（ストック・オプション等関係）

　　　前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　該当事項はありません。

　

　　　当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

(1）繰延税金資産の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）  

未払事業所税 128百万円

貸倒引当金 119百万円

賞与引当金 359百万円

ポイント引当金 224百万円

未払事業税 123百万円

その他 404百万円

小計 1,359百万円

評価性引当額 △287百万円

合計 1,072百万円

繰延税金資産（流動）  

未払事業所税 137百万円

貸倒引当金 3百万円

賞与引当金 399百万円

ポイント引当金 237百万円

未払事業税 122百万円

その他 316百万円

小計 1,216百万円

評価性引当額 △197百万円

合計 1,018百万円

繰延税金資産（固定）  

固定資産減損損失 3,421百万円

退職給付引当金 1,617百万円

その他有価証券評価差額金 △21百万円

退職給付信託設定益 △479百万円

土地圧縮積立金 △1,581百万円

建物圧縮積立金 △856百万円

繰越欠損金 3,518百万円

その他 144百万円

小計 5,762百万円

評価性引当額 △4,639百万円

合計 1,123百万円

繰延税金資産（固定）  

固定資産減損損失 2,855百万円

退職給付引当金 1,634百万円

その他有価証券評価差額金 △118百万円

退職給付信託設定益 △420百万円

土地圧縮積立金 △1,386百万円

建物圧縮積立金 △730百万円

繰越欠損金 2,561百万円

その他 740百万円

小計 5,135百万円

評価性引当額 △4,252百万円

合計 883百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異原因

国内の法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 12.8％

住民税均等割 11.2％

その他 1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.3％

国内の法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 1.5％

住民税均等割 18.3％

税率変更による期末繰延税金資産の

修正

△10.1％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5％
　

　　　　　　　　──────────　

　　　　　　

(3）法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負

債の金額の修正　

　　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策

を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度

から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行わ

れることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.6％から、平成25年３月１日に開始する連結会計年度

から平成27年３月１日に開始する連結会計年度に解消が

見込まれる一時差異等については38.0％に、平成28年３

月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる

一時差異等については35.6％となります。この税率変更

により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

除した金額）は152百万円増加し、法人税等調整額は135

百万円減少しております。
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（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成24年２月29日）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

１．当該資産除去債務の概要

  　店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

 　 使用見込期間を取得から9～39年と見積り、割引率は1.18％～2.28％を使用して資産除去債務の金額を算

定しております。

　

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 1,661百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 6百万円

時の経過による調整額 36百万円

資産除去債務の履行による減少額 △3百万円

期末残高 1,699百万円

　

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を

適用したことによる期首時点における残高であります。

　　

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

賃貸等不動産の総額に重要性がないため省略しております。
　
（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

　

当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

賃貸等不動産の総額に重要性がないため省略しております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

 
総合小売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　営業収益及び営業損益      

営業収益      

(1）外部顧客に対する営業収益 344,676 12,597 357,274 － 357,274

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高
742 20,496 21,239 (21,239) －

計 345,419 33,094 378,514 (21,239)357,274

営業費用 342,753 31,980 374,734 (21,254)353,480

営業利益 2,665 1,114 3,779 14 3,794

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
     

資産 214,450 35,105 249,556 (5,824)243,731

減価償却費 5,889 887 6,776 (3) 6,772

減損損失 216 26 242 － 242

資本的支出 5,798 703 6,501 (425) 6,075

　（注）１．事業区分の方法は、当社グループが採用している売上集計区分によっております。

２．その他事業の内容は、金融サービス業、不動産業、物流受託業、各種サービス業他であります。

３．減価償却費及び資本的支出には敷金及び保証金、長期前払費用とその償却額が含まれております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

　連結会社は全て本邦内所在のため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものです。 

　当社グループは、提供する商品、サービス等により「小売事業」「小売関連サービス事業」の２つを報告セグ

メントとしております。

　「小売事業」は、衣料品、食料品、住居関連品等の販売の他、専門店事業、食品製造・販売事業を行っておりま

す。「小売関連サービス事業」は、カード取扱・リース・保険等の金融サービス、警備・清掃・設備メンテナン

ス、物流受託、飲食店等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　

報告セグメント　
調整額
(注)１

　
連結財務諸
表計上額　
（注)２　

小売事業
小売関連　　
サービス事業

計　

営業収益                     

外部顧客への営業収益 342,159　 15,114　 357,274　 － 357,274　

セグメント間の内部　営

業収益又は振替高
817　 21,867　 22,685　 △22,685　 －

計 342,977　 36,982　 379,959　 △22,685　 357,274　

セグメント利益 2,531　 1,248　 3,779　 14　 3,794　

セグメント資産 213,661　 35,894　 249,556　 △5,824　 243,731　

その他の項目                     

減価償却費　 5,798 974 6,772 － 6,772

減損損失　 216 26 242 － 242

有形固定資産及び　　無形

固定資産の増加額
5,336　 739　 6,075　 －　 6,075

　  (注)１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　(１)セグメント利益の調整額14百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　(２)セグメント資産の調整額△5,824百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、敷金及び保証金、長期前払費用が含まれており　　

ます。
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　　当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　

報告セグメント　
調整額
(注)１

　
連結財務諸
表計上額　
（注)２　

小売事業
小売関連　　
サービス事業

計　

営業収益                     

外部顧客への営業収益 336,122　 15,424　 351,546　 － 351,546　

セグメント間の内部　営

業収益又は振替高
765　 21,113　 21,878　 △21,878　 －

計 336,887　 36,538　 373,425　 △21,878　 351,546　

セグメント利益 2,883　 1,543　 4,426　 △200　 4,226　

セグメント資産 209,483　 34,335　 243,818　 △4,960　 238,858　

その他の項目                     

減価償却費　 5,962 930 6,893 － 6,893

減損損失　 50 1 51 － 51

有形固定資産及び　　無形

固定資産の増加額
4,606　 811　 5,417　 －　 5,417

　  (注)１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　(１)セグメント利益の調整額△200百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　(２)セグメント資産の調整額△4,960百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、敷金及び保証金、長期前払費用が含まれており　　

ます。

　

【関連情報】

当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

　　(1）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　連結損益計算書の売上高の10％以上を占める単一の外部顧客が存在しないため、記載していません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

　該当事項はありません。　

　

(追加情報）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。

　

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

関連当事者との取引　

　該当事項はございません。　

　

当連結会計年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

関連当事者との取引　

　該当事項はございません。　

　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成22年３月１日　至平成23年２月28日）

　該当事項はございません。

　

当連結会計年度（自平成23年３月１日　至平成24年２月29日）

　該当事項はございません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１株当たり純資産額     1,147円51銭     1,140円49銭

１株当たり当期純利益金額  8円85銭  8円9銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額

　潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。　

　潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。　

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日)

当期純利益（百万円） 753 688

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 753 688

期中平均株式数（株） 85,193,831 85,191,307

　

　

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

  平成23年3月に発生しました東日本大震災におきまし

ては、発生当日に関東店舗（5店舗）の一部閉店を余儀な

くされましたが、翌々日には全店舗で営業を再開いたし

ました。店舗施設の一部に被害が発生したことや商品廃

棄が発生したこと等による損失は現時点ではおよそ150

百万円程度と見込んでおります。

一方、仕入先被災による商品調達問題等に起因する機

会ロスや関東圏で実施される計画停電、景気落ち込みに

よる営業面へのマイナス影響を予測することは難しいも

のとなっております。

   　　　　　　　　 ──────
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

イズミヤ株式会社 第５回無担保社債 Ｈ19.3.30 
2,500

－

2,500

(2,500)
1.6 　無担保 Ｈ24.3.30 

イズミヤ株式会社 第６回無担保社債 Ｈ19.7.31 
2,000

－

2,000

(2,000)
1.8   無担保 Ｈ24.7.31

イズミヤ株式会社 第７回無担保社債 Ｈ20.7.31
3,600

－

3,600

－
1.6 　無担保　 Ｈ25.7.31

イズミヤ株式会社 第８回無担保社債 Ｈ20.7.31
1,000

－

1,000

－
1.6 　無担保 Ｈ25.7.31

イズミヤ株式会社　 第９回無担保社債 Ｈ20.9.30　
3,000

－

3,000

－
1.5 　無担保 Ｈ25.9.30

イズミヤ株式会社　 第10回無担保社債 Ｈ21.3.31　
1,547

(102)

1,445

(102)
1.8 　無担保 Ｈ26.3.31

イズミヤ株式会社　 第11回無担保社債 Ｈ21.5.29　
2,011

(459)

1,552

(459)
1.6 　無担保 Ｈ26.5.30

イズミヤ株式会社　 第12回無担保社債 Ｈ22.3.31　
2,436

(728)

1,708

(728)
1.1 　無担保 Ｈ25.3.29

株式会社はやし　 第２回無担保社債 Ｈ21.6.25　
200

－

200

(200)
1.1 　無担保 Ｈ24.6.25　

合計 － －
18,294

(1,289)

17,005

(5,989)
－ － －

　（注）１．当期末残高の（　）は１年内に償還が予定される金額を内書きしております。

　　　　２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

5,989 9,141 1,875 － －

　

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,610 4,610 1.06 －

１年以内に返済予定の長期借入金 20,542 26,332 1.40 －

１年以内に返済予定のリース債務 435 518 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 40,397 38,159 1.20平成25年～31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 1,576 1,643 － 平成25年～31年　

その他有利子負債（コマーシャル・ペーパー） 9,000 5,500 0.13 －

合計 81,562 76,764 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。　　

　　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額

は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

合計
（百万円）

長期借入金 14,990 5,504 8,921 8,734 38,151

リース債務　 492 459 367 141 1,460
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【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該各連結会計年度末における負

債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略して

おります。

　

　　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成23年３月１日

至平成23年５月31日

第２四半期

自平成23年６月１日

至平成23年８月31日

第３四半期

自平成23年９月１日

至平成23年11月30日

第４四半期

自平成23年12月１日

至平成24年２月29日

売上高（百万円） 84,117　 86,750 82,927 87,815　

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）

（百万円）

△881　 973　　 △969　　 2,224　

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（百万円）

△867 704　 △707　 1,559　

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

△10.18　 8.27 △8.31 18.30
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,062 4,634

売掛金 ※2
 6,103

※2
 6,293

商品及び製品 17,160 17,051

原材料及び貯蔵品 67 61

前払費用 1,334 1,320

短期貸付金 30 20

未収入金 4,748 3,523

繰延税金資産 803 827

その他 185 453

貸倒引当金 △22 △2

流動資産合計 35,474 34,184

固定資産

有形固定資産

建物 144,741 146,407

減価償却累計額 △97,353 △100,416

建物（純額） ※1
 47,388

※1
 45,991

構築物 ※3
 8,880

※3
 8,881

減価償却累計額 △7,423 △7,563

構築物（純額） 1,457 1,317

機械及び装置 1,126 1,102

減価償却累計額 △999 △990

機械及び装置（純額） 126 112

車両運搬具 8 8

減価償却累計額 △8 △8

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 13,193 12,855

減価償却累計額 △12,071 △11,790

工具、器具及び備品（純額） 1,122 1,065

土地 ※1
 80,782

※1
 80,782

リース資産 2,020 2,477

減価償却累計額 △356 △729

リース資産（純額） 1,664 1,748

建設仮勘定 19 383

有形固定資産合計 132,562 131,400

無形固定資産

借地権 8,086 8,086

リース資産 130 101

その他 1,108 1,053

無形固定資産合計 9,325 9,240
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,037 2,049

関係会社株式 9,247 11,131

出資金 0 0

敷金及び保証金 25,485 24,124

長期前払費用 1,624 1,447

繰延税金資産 1,440 886

その他 317 318

貸倒引当金 △189 △189

投資その他の資産合計 39,963 39,771

固定資産合計 181,850 180,412

繰延資産

社債発行費 57 30

繰延資産合計 57 30

資産合計 217,382 214,628

負債の部

流動負債

支払手形 4,156 4,014

買掛金 13,234 13,606

短期借入金 ※2
 12,970

※2
 7,861

1年内返済予定の長期借入金 16,198 22,258

コマーシャル・ペーパー 9,000 5,500

1年内償還予定の社債 1,289 5,789

リース債務 385 460

未払金 517 457

未払法人税等 396 421

未払消費税等 9 554

未払費用 3,796 3,612

前受金 1,605 936

預り金 1,189 1,238

前受収益 3 3

賞与引当金 585 691

設備関係支払手形 315 475

ポイント引当金 447 492

商品券回収損失引当金 163 168

その他 992 914

流動負債合計 67,256 69,455

固定負債

社債 16,805 11,016

長期借入金 ※1
 32,937

※1
 32,179

リース債務 1,524 1,514

退職給付引当金 782 1,112

債務保証損失引当金 40 40

長期預り保証金 5,572 5,445

資産除去債務 － 1,492

その他 441 274

固定負債合計 58,102 53,074

負債合計 125,359 122,529
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 39,066 39,066

資本剰余金

資本準備金 31,069 31,069

その他資本剰余金 14,264 14,264

資本剰余金合計 45,333 45,333

利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 3,566 3,801

繰越利益剰余金 4,082 3,722

利益剰余金合計 7,648 7,523

自己株式 △53 △53

株主資本合計 91,995 91,869

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 32 215

繰延ヘッジ損益 △4 13

評価・換算差額等合計 27 228

純資産合計 92,023 92,098

負債純資産合計 217,382 214,628
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

売上高 ※1.2
 302,343

※1.2
 296,765

売上原価

商品期首たな卸高 16,615 17,160

当期商品仕入高 ※3
 232,875

※3
 226,674

他勘定受入高 ※4
 △541

※4
 44

商品期末たな卸高 17,160 17,051

売上原価合計 ※1
 231,787

※1
 226,827

売上総利益 ※1
 70,555

※1
 69,937

営業収入

不動産賃貸収入 6,802 7,014

その他の営業収入 2,720 2,642

営業収入合計 9,522 9,657

営業総利益 80,078 79,595

販売費及び一般管理費

広告宣伝費及び販売促進費 5,147 4,232

荷造及び発送費 1,539 1,562

警備・清掃・保守管理費 7,139 6,973

従業員給料及び手当 24,584 24,456

賞与 1,435 1,871

賞与引当金繰入額 585 691

退職給付費用 1,177 1,156

水道光熱費 5,046 4,974

賃借料 13,839 13,347

減価償却費 5,335 5,518

その他 12,392 12,608

販売費及び一般管理費合計 78,222 77,393

営業利益 1,855 2,201

営業外収益

受取利息 22 20

受取地代家賃 ※5
 39

※5
 28

受取配当金 ※5
 376

※5
 694

工事負担金等受入額 － 139

雑収入 266 219

営業外収益合計 704 1,102

営業外費用

支払利息 847 804

社債利息 286 272

社債発行費償却 26 26

雑損失 208 143

営業外費用合計 1,369 1,247

経常利益 1,191 2,057
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

特別利益

投資有価証券売却益 － 21

店舗閉鎖損失引当金戻入額 199 －

特別利益合計 199 21

特別損失

固定資産除却損 ※6
 256

※6
 501

減損損失 ※7
 214

※7
 50

投資有価証券評価損 － 246

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 527

その他 33 290

特別損失合計 504 1,616

税引前当期純利益 886 462

法人税、住民税及び事業税 △401 △343

法人税等調整額 970 419

法人税等合計 568 76

当期純利益 317 385
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

株主資本

資本金

前期末残高 39,066 39,066

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 39,066 39,066

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 31,069 31,069

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 31,069 31,069

その他資本剰余金

前期末残高 14,911 14,264

当期変動額

自己株式の処分 △647 －

当期変動額合計 △647 －

当期末残高 14,264 14,264

資本剰余金合計

前期末残高 45,981 45,333

当期変動額

自己株式の処分 △647 －

当期変動額合計 △647 －

当期末残高 45,333 45,333

利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金

前期末残高 3,617 3,566

当期変動額

圧縮記帳積立金の積立 － 285

圧縮記帳積立金の取崩 △50 △50

当期変動額合計 △50 234

当期末残高 3,566 3,801

繰越利益剰余金

前期末残高 4,211 4,082

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

圧縮記帳積立金の積立 － △285

圧縮記帳積立金の取崩 50 50

当期純利益 317 385

当期変動額合計 △128 △360

当期末残高 4,082 3,722
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

利益剰余金合計

前期末残高 7,828 7,648

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

圧縮記帳積立金の積立 － －

圧縮記帳積立金の取崩 － －

当期純利益 317 385

当期変動額合計 △179 △125

当期末残高 7,648 7,523

自己株式

前期末残高 △2,548 △53

当期変動額

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 2,496 －

当期変動額合計 2,494 △0

当期末残高 △53 △53

株主資本合計

前期末残高 90,327 91,995

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

当期純利益 317 385

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 1,849 －

当期変動額合計 1,667 △125

当期末残高 91,995 91,869

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 62 32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△30 183

当期変動額合計 △30 183

当期末残高 32 215

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △26 △4

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22 17

当期変動額合計 22 17

当期末残高 △4 13

評価・換算差額等合計

前期末残高 36 27

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△8 201

当期変動額合計 △8 201

EDINET提出書類

イズミヤ株式会社(E03047)

有価証券報告書

 80/103



(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

当期末残高 27 228

純資産合計

前期末残高 90,363 92,023

当期変動額

剰余金の配当 △497 △511

当期純利益 317 385

自己株式の取得 △2 △0

自己株式の処分 1,849 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 201

当期変動額合計 1,659 75

当期末残高 92,023 92,098
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日前１ヶ月間の市場価格等の平

均に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  

商品 売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しており

ます。）　

           　　同左

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方

法

  

有形固定資産

（リース資産を除

く）　

　建物（建物附属設備を除く）は定額法、そ

の他の有形固定資産については定率法に

よっております。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　34年～39年

同左

無形固定資産

（リース資産を除

く）　

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

同左

リース資産　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。　　

　なお、リース取引開始日が平成21年2月28

日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引続き採用して

おります。　

　　　　　　　　同左

長期前払費用 均等額償却 同左

少額減価償却資産 　取得額が10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年均等償却をおこなっており

ます。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

４．繰延資産の処理方法   

社債発行費 　償還期間にわたり均等償却しております。 同左

５．引当金の計上基準   

貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上

しております。

同左

賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、当期に

対応する額を計上しております。

同左

退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。数理計算上

の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

同左

　 （会計方針の変更）　

当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業会

計基準第19号　平成20年7月31日）を適用し

ております。

なお、これによる損益に与える影響はあ

りません。

　　　　　　──────

債務保証損失引当金 　子会社に対する債務保証に関して生じる

損失に備えるもので、相手先の財政状態等

を勘案して個別的に設定した損失見積額を

計上しております。

同左

ポイント引当金 　ポイントカード制度に基づき、顧客へ付与

したポイントの利用に備えるため、当期末

において将来利用されると見込まれる額を

計上しております。

同左　

商品券回収損失引当

金

商品券が負債計上中止後に回収された場合

に発生する損失に備えるため、過去の実績

に基づく将来の回収見込み額を計上してお

ります。　

                 同左　
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項目
前事業年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

６．ヘッジ会計の方法　

　ヘッジ会計の方法　

　

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、

特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては、特例処理を採用しており、振

当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理を採用しております。

　

　　　　　　　 同左　

　ヘッジ手段とヘッ

ジ対象

ａ．ヘッジ手段：金利スワップ

　  ヘッジ対象：借入金

ｂ．ヘッジ手段：為替予約

　  ヘッジ対象：子会社株式

ａ．ヘッジ手段：同左

　  ヘッジ対象：同左

ｂ．ヘッジ手段：同左

　  ヘッジ対象：同左

　ヘッジ方針 　金利関連のデリバティブ取引については、

変動金利を固定に変換する目的で金利ス

ワップ取引をしているのみであり、投機目

的取引及びレバレッジ効果の高いデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

　また、将来の為替相場の変動による損失を

回避する目的で、為替予約取引を利用して

おります。　

　　　　　　　 同左　　

　ヘッジ有効性評価

の方法　

　

　金利スワップ取引については、利息の受払

条件及び契約期間がヘッジ対象となる借入

金とほぼ同一であることから、有効性の判

断は省略しております。

　また、為替予約取引については、将来の予

定取引（中国子会社への払込資本）に基づ

くものであり、実行の可能性が極めて高い

ため、有効性の判断は省略しております。

 　　　　　　　同左　

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

  

消費税及び地方消費

税の会計処理方法

イ　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

イ　消費税等の会計処理方法

同左

連結納税制度の適用 ロ　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

ロ　連結納税制度の適用

同左
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【重要な会計方針の変更】
　

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

　　　　　　　　　────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　　これにより、営業利益及び経常利益が63百万円減少し、

税引前当期純利益が591百万円減少しております。　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

                    ────── （損益計算書）            

　営業外収益の「工事負担金等受入額」は、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。なお、前事業年度の「工

事負担金等受入額」の金額は24百万円であり、営業外収益

の「雑収入」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年２月28日）

当事業年度
（平成24年２月29日）

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産

科目
帳簿価額
(百万円)

内容

建物 6,306
銀行取引、手形債務、小切手債務
等に対する包括的な担保、並び
に個別に対応する長期借入金
151百万円に対して担保に供し
ております。

土地 7,602

計 13,908 －

科目
帳簿価額
(百万円)

内容

建物 6,007
銀行取引、手形債務、小切手債務
等に対する包括的な担保、並び
に個別に対応する長期借入金
125百万円に対して担保に供し
ております。

土地 7,602

計 13,609 －

※２．関係会社に係る注記

　関係会社に対するものは次のとおりであります。

※２．関係会社に係る注記

　関係会社に対するものは次のとおりであります。

 百万円

売掛金 4,650

短期借入金 6,470

　上記残高以外に関係会社に対する資産の合計額が総

資産の100分の1を超えており、その金額は1,756百万円

であります。また、上記残高以外に関係会社に対する負

債の合計額が負債及び純資産の100分の1を超えてお

り、その金額は2,919百万円であります。　

 百万円

売掛金 4,694

短期借入金 6,361

　上記残高以外に関係会社に対する負債の合計額が負

債及び純資産の100分の1を超えており、その金額は

3,431百万円であります。　

※３．過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による圧

縮記帳額は構築物16百万円であり、貸借対照表計上額

はこの圧縮記帳額を控除しております。

※３．過年度に取得した資産のうち国庫補助金等による圧

縮記帳額は構築物16百万円であり、貸借対照表計上額

はこの圧縮記帳額を控除しております。

　４．偶発債務 　４．偶発債務

被保証人
保証金額
（百万円）

保証先

㈱サン・ロジ
サービス

600
農林中央金庫に対する債
務保証

㈱サン・ロジ
サービス

140
㈱三井住友銀行に対する
債務保証

㈲ファウンテ
ンフォレスト

2,671
㈱三井住友銀行に対する
債務保証

㈲ファウンテ
ンフォレスト

928
中央三井信託銀行㈱に対
する債務保証

㈱サンロー
リー

38
フランチャイズ契約に基
づく仕入れ代金に対する
債務保証

イズミヤカー
ド㈱

28
旅行代金の預り金に対す
る債務保証

計 4,406 －

　

被保証人
保証金額
（百万円）

保証先

㈱サン・ロジ
サービス

500
農林中央金庫に対する債
務保証

㈱サン・ロジ
サービス

80
㈱三井住友銀行に対する
債務保証

㈲ファウンテ
ンフォレスト

2,501
㈱三井住友銀行に対する
債務保証

㈲ファウンテ
ンフォレスト

928
中央三井信託銀行㈱に対
する債務保証

㈱サンロー
リー

38
フランチャイズ契約に基
づく仕入れ代金に対する
債務保証

イズミヤカー
ド㈱

29
旅行代金の預り金に対す
る債務保証

計 4,077 －

（注）中央三井信託銀行㈱は平成24年4月1日をもって、

住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行

株式会社と合併し、商号が「三井住友信託銀行株式

会社」に変更になっております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売し

た商品に係わるものを次のとおり含めて表示しており

ます。

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売し

た商品に係わるものを次のとおり含めて表示しており

ます。

売上高 39,275百万円

売上原価 33,877百万円

売上総利益 5,398百万円

売上高 36,432百万円

売上原価 31,269百万円

売上総利益 5,162百万円

※２．売上高には商品供給高12,657百万円が含まれており

ます。

※２．売上高には商品供給高12,734百万円が含まれており

ます。

※３．当期商品仕入高には関係会社からの仕入高35,531百

万円が含まれております。

※３．当期商品仕入高には関係会社からの仕入高33,444百

万円が含まれております。

※４．他勘定受入高は、ポイント引当金を541百万円振替え

たものであります。

※４．他勘定受入高は、ポイント引当金を44百万円振替え

たものであります。

※５．営業外収益には関係会社に係る収益が下記のとおり

含まれております。受取地代家賃6百万円、受取配当金

337百万円。

※５．営業外収益には関係会社に係る収益が下記のとおり

含まれております。受取地代家賃6百万円、受取配当金

651百万円。

※６．固定資産除却損の内訳は、建物172百万円、構築物0百

万円、機械及び装置3百万円、工具、器具及び備品46百万

円、施設負担金等15百万円、ソフトウエア17百万円であ

ります。

※６．固定資産除却損の内訳は、建物437百万円、構築物3百

万円、機械及び装置4百万円、工具、器具及び備品55百万

円、借地権0百万円であります。

※７．当事業年度において、以下の資産グループにおいて

減損損失を計上いたしました。

※７．当事業年度において、以下の資産グループにおいて

減損損失を計上いたしました。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗
　大阪府大阪市　

 
建物及び構
築物等

　
214
　

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。 

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。

用途 種類
減損損失
（百万円）

店舗
　大阪府大阪市　

 
建物及び構
築物等

　
50
　

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また、貸与資産については物件毎

にグルーピングしております。 

　閉店の意思決定を行った店舗における資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、正味売却価額を零として評価

しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 4,695 5 4,600 99

合計 4,695 5 4,600 99

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少4,600千株は、伊藤忠商事株式会社及び同社グループを引受先とした第三者

割当による自己株式の処分による減少4,600千株、単元未満株式の売渡しによる減少0千株であります。　　　

　　　　

当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 99 0 － 100

合計 99 0 － 100

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　　　
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（リース取引関係）

　

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、店舗における商品陳列什器、コンピュータ

端末機（「工具、器具及び備品」）であります。

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　　　　　　　同左

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。　

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。　

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。　

②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　同左　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成21年2月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

　　　　　　　同左　

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物 2,120 394 － 1,725
機械及び装置 6 3 － 3
工具、器具及び
備品

10,8997,664 523 2,711

ソフトウエア 573 511 － 62
合計 13,5998,574 523 4,502

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物 2,110 515 － 1,595
機械及び装置 4 2 － 1
工具、器具及び
備品

7,9176,041 311 1,565

ソフトウエア 373 314 － 58
合計 10,4056,873 311 3,221

（注）　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法によっております。

（注）　　　　　　　　 同左

（2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,487百万円

１年超 3,537百万円

合計 5,025百万円

リース資産減損勘定の残高 523百万円

１年内 1,055百万円

１年超 2,477百万円

合計 3,532百万円

リース資産減損勘定の残高 311百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

　

（注）　　　　　　　　 同左
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前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

（3）支払リース料、リース資産減損損失勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

（3）支払リース料、リース資産減損損失勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,826百万円

リース資産減損勘定の取崩額 372百万円

減価償却費相当額 1,826百万円

減損損失 82百万円

支払リース料 1,333百万円

リース資産減損勘定の取崩額 211百万円

減価償却費相当額 1,333百万円

減損損失 －百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

１年内 5,825百万円

１年超 45,129百万円

合計 50,955百万円

１年内 5,866百万円

１年超 39,480百万円

合計 45,346百万円

　

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成23年２月28日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式9,247百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

当事業年度（平成24年２月29日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式11,131百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

(1）繰延税金資産の主な原因別内訳
流動の部

(1）繰延税金資産の主な原因別内訳
流動の部

商品券回収損失引当金 66百万円
賞与引当金 237百万円
ポイント引当金 181百万円
未払事業所税 78百万円
未払事業税 111百万円
貸倒引当金 8百万円
その他 136百万円

小計 819百万円

評価性引当額 △16百万円

合計 803百万円

商品券回収損失引当金 68百万円
賞与引当金 280百万円
ポイント引当金 199百万円
未払事業所税 111百万円
未払事業税 86百万円
その他 96百万円

小計 842百万円

評価性引当額 △14百万円

合計 827百万円

固定の部 固定の部
固定資産減損損失 3,280百万円
商品不動産評価減 19百万円
退職給付引当金 1,084百万円
有価証券評価損 422百万円
貸倒引当金 76百万円
繰越欠損金 2,433百万円　　
その他有価証券評価差額金 △22百万円
退職給付信託設定益 △479百万円
建物圧縮積立金 △856百万円
土地圧縮積立金 △1,581百万円
その他 455百万円

小計 4,833百万円

評価性引当額 △3,392百万円

合計 1,440百万円

固定資産減損損失 2,741百万円
商品不動産評価減 17百万円
退職給付引当金 1,161百万円
有価証券評価損 453百万円
貸倒引当金 67百万円
資産除去債務 531百万円　　
繰越欠損金 1,577百万円　　
その他有価証券評価差額金 △119百万円
退職給付信託設定益 △420百万円
建物圧縮積立金 △730百万円
土地圧縮積立金 △1,386百万円
除去債務資産　 △324百万円
その他 407百万円

小計 3,975百万円

評価性引当額 △3,088百万円

合計 886百万円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と
の差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と
の差異原因

法定実効税率 40.6％
（調整）  
評価性引当額 20.1％
受取配当金益金不算入 △16.4％
住民税均等割 20.7％
その他 　 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.2％

　

法定実効税率 40.6％
（調整）  
評価性引当額 18.8％
受取配当金益金不算入 △57.6％
住民税均等割 39.2％
税率変更による期末繰延税金資産の修正 △24.5％
その他 　 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.7％

　　　     ──────────　
　

(3）法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負
債の金額の修正　

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るため
の所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114
号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施す
るために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23
年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年
４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及
び復興特別法人税の課税が行われることになりました。これ
に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は従来の40.6％から、平成25年３月１日に開始す
る事業年度から平成27年３月１日に開始する事業年度に解
消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成28年３
月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差
異等については35.6％となります。この税率変更により、繰
延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
は130百万円増加し、法人税等調整額は113百万円減少してお
ります。
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（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成24年２月29日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　

１．当該資産除去債務の概要

  　店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　　　　　２．当該資産除去債務の金額の算定方法

 　 使用見込期間を取得から15～39年と見積り、割引率は1.71％～2.28％を使用して資産除去債務の金額を

算定しております。

　　　　　３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 1,459百万円

時の経過による調整額 32百万円

期末残高 1,492百万円

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用

したことによる期首時点における残高であります。

　

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

１株当たり純資産額 1,080円19銭 1,081円8銭

１株当たり当期純利益金額 3円73銭 4円53銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
　潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日)

当期純利益（百万円） 317 385

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 317 385

期中平均株式数（株） 85,193,831 85,191,307

　

　

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成22年３月１日
至　平成23年２月28日）

当事業年度
（自　平成23年３月１日
至　平成24年２月29日）

　平成23年3月に発生しました東日本大震災におきまして

は、発生当日に関東店舗（5店舗）の一部閉店を余儀なく

されましたが、翌々日には全店舗で営業を再開いたしまし

た。店舗施設の一部に被害が発生したことや商品廃棄が発

生したこと等による損失は現時点ではおよそ150百万円程

度と見込んでおります。

　一方、仕入先被災による商品調達問題等に起因する機会

ロスや関東圏で実施される計画停電、景気落ち込みによる

営業面へのマイナス影響を予測することは難しいものと

なっております。

　

　　　　　　　　　　──────
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を

省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 144,7412,875
1,209

(11)
146,407100,4163,71645,991

構築物 8,880 58
57

(0)
8,881 7,563 192 1,317

機械及び装置 1,126 22 45 1,102 990 31 112

車輌運搬具 8 － 0 8 8 0 0

工具、器具及び備品 13,193 476
814

(1)
12,85511,790 497 1,065

土地 80,782 － 0　 80,782 － － 80,782

リース資産　 2,020 500
43

(36)　
2,477 729 379 1,748

建設仮勘定 19 2,983 2,619 383 － － 383

有形固定資産計 250,7756,916
4,791

(49)
252,899121,4984,816131,400

無形固定資産        

借地権 8,086 － 0　 8,086 － － 8,086

水利権 8 － － 8 4 0 3

電信電話施設利用権 8 － － 8 4 0 3

電気ガス供給施設利用権 11 － －　 11 6 0 5

電話加入権 79 － － 79 － － 79

水道施設利用権 165 0 － 165 80 10 85

ソフトウエア 2,031 334 2 2,362 1,488 374 874

リース資産　 145 － － 145 44 29 101

無形固定資産計 10,537 334 3 10,8691,628 416 9,240

長期前払費用 3,244 88
12

(0)
3,320 1,873 253 1,447

繰延資産        

社債発行費 128 － － 128 97 26 30

繰延資産計 128 － － 128 97 26 30

　（注）１.「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。

イ．建物

  資産除去債務に関する会計基準の適用による増加  1,306百万円

ロ．建設仮勘定　　　　　

  上記各設備等の取得に係るもの等であります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 585 691 585 － 691

貸倒引当金 211 － 20 － 191

ポイント引当金 447 44 － － 492

商品券回収損失引当金 163 5 － － 168

債務保証損失引当金 40 － － － 40

　

　

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(ア）現金及び預金

種別 金額（百万円）

現金 2,090

預金の種類  

当座預金（㈱三井住友銀行他） 1,236

通知預金（㈱三井住友銀行他） 1,307

小計 2,543

合計 4,634

(イ）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イズミヤカード㈱ 4,101

三井住友カード㈱ 473

㈱ジェーシービー 413

カナート㈱ 322

㈱はやし 232

その他 749

合計 6,293

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期末残高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

当期末残高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

─────
Ａ ＋ Ｂ

×100
(Ａ＋Ｄ) ÷ ２
────────
Ｂ ÷ 366

6,103 231,117 230,927 6,293 97.35 9.82

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

 

（ウ）商品及び製品　

内訳 金額（百万円） 比率（％）

衣料品 5,579 32.72

食料品 2,994 17.56

住居関連品 8,478 49.72

合計 17,051 100.00
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(エ)原材料及び貯蔵品

内訳 金額（百万円）

包装用資材 38

制服等 20

切手・葉書・収入印等 3

合計 61

　

②　固定資産

(ア）関係会社株式

区分 金額（百万円）

蘇州泉屋百貨有限公司　 3,651

㈱カンソー 3,228

㈱はやし 1,226

㈱サン・ロジサービス　 798

カナート㈱ 701

㈱ビーユー　 628

その他 896

合計 11,131

　(イ）敷金及び保証金

相手先別内訳 金額（百万円）

小山都市開発㈱(小山店 敷金及び保証金) 3,148

中央三井信託銀行㈱（カナート洛北店他　敷金及び保証金） 3,071

三井住友ファイナンス＆リース㈱（八幡店他　敷金及び保証

金）
3,025

㈱関西都市居住サービス（和泉中央店他　敷金及び保証金) 2,681

㈱特殊金属エクセル(板橋店 敷金及び保証金) 2,465

その他 9,733

合計 24,124

（注）中央三井信託銀行㈱は平成24年4月1日をもって、住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社

と合併し、商号が「三井住友信託銀行株式会社」に変更になっております。

　

③　流動負債

(ア）支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

梶原産業㈱ 250

中山福㈱ 157

㈱あらた 149

ニッケン文具㈱ 130

タキヒョー㈱ 130

その他 3,195

合計 4,014

期日別内訳

月別 平成24年３月 ４月 ５月以降 計

金額（百万円） 2,102 1,911 － 4,014
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(イ）買掛金

相手先 金額（百万円）

㈱日本アクセス 882

伊藤忠食品㈱ 857

加藤産業㈱ 553

国分㈱ 552

ケイ低温フーズ㈱ 465

その他  10,295

合計 13,606

(ウ）短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 1,500

その他　 6,361

合計 7,861

　（注）「その他」は連結子会社からの借入金及び連結子会社を対象としたキャッシュマネジメントシステム（CMS)の

運用によるものであります。

(エ）1年以内返済予定の長期借入金

相手先　 金額（百万円）　

㈱三井住友銀行 8,275

農林中央金庫 4,025

中央三井信託銀行㈱ 3,360

その他 6,598

 合計 22,258

（注）中央三井信託銀行㈱は平成24年4月1日をもって、住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社

と合併し、商号が「三井住友信託銀行株式会社」に変更になっております。

　

④　固定負債

(ア）社債

銘柄　 当期末残高（百万円）
償還期限

（平成　年　月　日）　

　第7回無担保社債 3,600 　25.7.31

　第8回無担保社債 1,000 　25.7.31

　第9回無担保社債 3,000 　25.9.30

　第10回無担保社債 1,343 　26.3.31

　第11回無担保社債 1,093 　26.5.30

　第12回無担保社債 980 　25.3.29　

合計 11,016 　―

(イ）長期借入金

相手先 金額（百万円）

農林中央金庫 9,098

㈱りそな銀行 7,000

㈱三井住友銀行 5,550

その他 10,531

合計 32,179

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）　

大阪市中央区北浜２丁目２番21号

中央三井信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部　

株主名簿管理人

（特別口座）　

東京都港区芝３丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　

取次所 －　

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL  http://www.izumiya.co.jp/

株主に対する特典

株主優待制度

①　1,000株以上～5,000株未満保有株主

　　イズミヤ商品券3,000円（500円券×６枚）または自社取扱商品

②　5,000株以上保有株主　

　　イズミヤ商品券5,000円（500円券×10枚）または自社取扱商品

（注）株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社は平成24年4月1日をもって、住友

信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更し、

以下のとおり商号・住所等が変更となっております。

　　　取扱場所　　　　大阪市中央区北浜４丁目５番33号

　　　　　　　　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　　株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内１丁目４番１号

　　　　　　　　　　　三井住友信託銀行株式会社
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

 

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度（第83期）（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）平成23年５月26日関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

　　平成23年５月26日関東財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

　　（第84期第1四半期）（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）平成23年7月13日関東財務局長に提出

　　（第84期第2四半期）（自　平成23年６月１日　至　平成23年８月31日）平成23年10月13日関東財務局長に提出

　　（第84期第3四半期）（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）平成24年１月12日関東財務局長に提出

（4）臨時報告書

　　平成24年５月24日関東財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成23年５月25日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　田　　博　信　　印

＜財務諸表監査＞
  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるイズミヤ株式会社の平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について
監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意
見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ
株式会社及び連結子会社の平成２３年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
＜内部統制監査＞
  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、イズミヤ株式会社の平成２３
年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告
書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、イズミヤ株式会社が平成２３年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。

　　　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成24年５月24日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　田　　博　信　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるイズミヤ株式会社の平成２３年３月１日から平成２４年２月２９日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ

株式会社及び連結子会社の平成２４年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「資産

除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、イズミヤ株式会社の平成２４

年２月２９日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、イズミヤ株式会社が平成２４年２月２９日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

　　　２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成23年５月25日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　田　　博　信　  印

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるイズミヤ株式会社の平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの第８３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ株式

会社の平成２３年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

　　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

イズミヤ株式会社  平成24年５月24日 

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 津　田　　多　聞　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石　田　　博　信　  印

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるイズミヤ株式会社の平成２３年３月１日から平成２４年２月２９日までの第８４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イズミヤ株式

会社の平成２４年２月２９日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

「重要な会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

　　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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